
第４回 新たな医療の在り方を踏まえた
医師・看護師等の働き方ビジョン検討会 参考

資料１
平成２８年１１月２４日

２．「専門性の追求と人生の選択の両立」関係
３．「生産性と質の向上」関係
４．「経済活力（イノベ・国際化）への貢献」関係

「今後の検討の全体構造」と
関連する現状・施策について



① 医療従事者の養成・キャリア

② 勤務環境改善

③ チーム医療

④ 医療等分野でのＡＩ・ＩＣＴ化・技術革新

⑤ 投資に見合う医療の提供

⑥ 医療資源の適正な配分

⑦ 地域における雇用の維持・拡大

⑧ 医療の国際展開
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① 医療従事者の養成・キャリア
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１８才 ２２才

医学部（６年）
大学病院
・臨床研修病院

専門教育

２６才

医
師
国
家
試
験
合
格

（一
回
目
医
籍
登
録
）

生涯教育 ・・

準備教育

共
用
試
験

臨床前医学教育
診療参加型
臨床実習

年 齢

２年

２４才

入
学
試
験

高等学校
３年

専
門
医
資
格
取
得

臨
床
研
修
修
了

（二
回
目
医
籍
登
録
）

知識・技能
の評価

法に基づく

臨床研修

３年以上

新たな
専門医の養成

医師養成過程の概要
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○学生が卒業時までに身に付けておくべき、必須の実践的診療能力（知識・技能・態度）に関する到達目標を明確化

○履修時間数（単位数）の３分の２程度を目安としたもの （残り３分の１程度は各大学が特色ある独自の選択的なカリキュラムを実施）

○冒頭に「医師として求められる基本的な資質」を記載、患者中心の医療および医療の安全性確保も明記

○医学の基礎となる基礎科学については、別途「準備教育モデル・コア・カリキュラム」として記載

医学教育モデル・コア・カリキュラム（H13.3策定、H19.12、H23.3改訂）（概要）

個体の構成と機能 病因と病態

個体の反応

Ｄ人体各器官の

正常構造と機能､

病態､診断､治療

Ｅ全身に及ぶ

生理的変化､病
態､

診断､治療

Ｆ診療の基本

基本的診療技能

症状・病態からのｱﾌﾟﾛｰﾁ

基本的診療知識

医
師
国
家
試
験

（学生の履修時間数（単位数）の３分の２程度）

教養教育

医 師 と し て 求 め ら れ る 基 本 的 な 資 質

課題探求・解決と学習の在り方

医の原則

コミュニケーションとチーム医療

医療における安全性確保Ａ基本事項

社会・環境と健康Ｂ医学・医療と社会 地域医療 疫学と予防医学

生活習慣と疾病 保健、医療、福祉と介護の制度 診療情報 臨床研究と医療死と法

Ｃ
Ｂ
Ｔ
（
知
識
）
・
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｅ
（
技
能
・
態
度
）

臨
床
実
習
開
始
前
の
「
共
用
試
験
」

Ｇ

臨
床
実
習

診察の基本

診療科臨床実習
（内科系、外科系、救急医療）

人
文
・
社
会
科
学
・
数
学
・

語
学
教
育
な
ど

診察法

基本的診療手技

地域医療臨床実習

選択的なカリキュラム（学生の履修時間数 (単位数）の３分の１程度）
※各大学が理念に照らして設置する独自のもの（学生が自主的に選択できるプログラムを含む）

物理現象と
物質の科学

情報の科学

人の行動
と心理

生命現象
の科学

生命現象の科学（再掲）

Ｃ医学一般
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医師として求められる基本的な資質

（医師としての職責）
・ 豊かな人間性と生命の尊厳についての深い認識を有し、人の命と健康を守る医師としての

職責を自覚する。

（患者中心の視点）
・ 患者およびその家族の秘密を守り、医師の義務や医療倫理を遵守するとともに、患者の

安全を最優先し、常に患者中心の立場に立つ。

（コミュニケーション能力）
・ 医療内容を分かりやすく説明する等、患者やその家族との対話を通じて、良好な人間関係を

築くためのコミュニケーション能力を有する。
（チーム医療）

・ 医療チームの構成員として、相互の尊重のもとに適切な行動をとるとともに、後輩等に対する
指導を行う。

（総合的診療能力）
・ 統合された知識、技能、態度に基づき、全身を総合的に診療するための実践的能力を有する。

（地域医療）
・ 医療を巡る社会経済的動向を把握し、地域医療の向上に貢献するとともに、地域の

保健・医療・福祉・介護および行政等と連携協力する。
（医学研究への志向）

・ 医学・医療の進歩と改善に資するために研究を遂行する意欲と基礎的素養を有する。
（自己研鑽）

・ 男女を問わずキャリアを継続させて、生涯にわたり自己研鑽を続ける意欲と態度を有する。

○医学教育モデル・コア・カリキュラムの中では、「患者中心の視点」など８つの「医師として求めら
れる基本的な資質」が示されている。
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医学部定員

地域枠

8,280人
（昭和56～59年度）

7,625人
(平成15～19年度)

昭和57年
閣議決定

「医師については
全体として過剰を

招かないように配慮」

昭和48年
閣議決定

「無医大県解消構想」

平成

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

医学部定員 7625 7625 7625 7793 8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134 9262

地域枠 64 129 183 403 749 1141 1257 1309 1400 1427 1525 1617

地域枠の割合 0.8% 1.7% 2.4% 5.2% 8.8% 12.9％ 14.1% 14.6% 15.5% 15.7% 16.7% 17.5%

医学部入学定員と地域枠の年次推移

○ 平成20年度以降、医学部の入学定員を過去最大規模まで増員。

○ 医学部定員に占める地域枠*の数・割合も、増加してきている。
（平成19年度183人（2.4％）→平成28年1617人（17.5％））
地域枠*：地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学金の有無を問わない。

昭和

地域枠の人数については、文部科学省医学教育課調べ（平成28年度については現在集計中）

（人）
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地域枠の導入状況（大学別一覧）１／２
○ 79大学中、地域枠*を設定しているのは71大学（90％）。このうち、地元出身枠を設定している

のは46大学（65%）。
○ 大学が導入している地域枠*のうち、地元出身枠は約48％（＝783/1617）。

地域枠*：地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学金の有無を問わない。

うち地域枠

募集人員

うち

地元出身枠

北海道 国立 旭川医科大学 122 72 55

（うち２年次編入学） 10 5 5

北海道 公立 札幌医科大学 110 90 35

青森県 国立 弘前大学 132 67 55

（うち２年次編入学） 20 5 5

岩手県 私立 岩手医科大学 130 28 15

宮城県 国立 東北大学 135 33 0

宮城県 私立 東北医科薬科大学 100 55 0

秋田県 国立 秋田大学 129 34 19

山形県 国立 山形大学 125 8 8

福島県 公立 福島県立医科大学 130 60 8

茨城県 国立 筑波大学 140 36 26

栃木県 私立 獨協医科大学 120 20 10

群馬県 国立 群馬大学 123 18 0

（うち２年次編入学） 15 2 0

埼玉県 私立 埼玉医科大学 127 16 0

千葉県 国立 千葉大学 122 20 0

東京都 国立 東京医科歯科大学 106 4 0

東京都 私立 杏林大学 117 12 10

東京都 私立 順天堂大学 130 19 10

都道府県 区分 大学名
H28年度

入学定員
うち地域枠

募集人員

うち

地元出身枠

東京都 私立 昭和大学 110 12 0

東京都 私立 帝京大学 120 14 0

東京都 私立 東京医科大学 120 10 0

東京都 私立 東京慈恵会医科大学 110 10 5

東京都 私立 東邦大学 115 5 0

東京都 私立 日本大学 120 10 0

東京都 私立 日本医科大学 116 6 0

神奈川県 公立 横浜市立大学 90 30 5

神奈川県 私立 北里大学 119 10 0

神奈川県 私立 聖マリアンナ医科大学 115 5 0

神奈川県 私立 東海大学 118 17 0

新潟県 国立 新潟大学 127 17 17

富山県 国立 富山大学 110 25 15

石川県 国立 金沢大学 117 12 0

石川県 私立 金沢医科大学 110 10 5

福井県 国立 福井大学 115 15 5

山梨県 国立 山梨大学 125 40 35

長野県 国立 信州大学 120 20 20

岐阜県 国立 岐阜大学 110 30 28

静岡県 国立 浜松医科大学 120 25 5

（うち２年次編入学） 5 5 5

都道府県 区分 大学名
H28年度

入学定員
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地域枠の導入状況（大学別一覧）２／２

※１ 自治医科大学は大学の目的に鑑み除外。 ※２ 私立大学は入学定員ではなく、募集人員を記載。
※３ 地域枠には、地元出身者のための地域枠に加え、出身地にとらわれず将来地域医療に従事する意思を有する者を対象とした入学枠や入試時に特別枠は

設定していないが、地域医療に資する奨学金と連動している枠数を含む。（「○○人程度」「○○人以内」を含む）
※４ 地元出身枠には、大学の位置する都道府県出身者、大学の位置する都道府県及び近隣の都道府県の出身者、特定の地域（へき地）出身者を応募資格と

しているものを含む。
地域枠募集人員：文部科学省医学教育課調べ（現在集計中）
地元出身枠：文部科学省平成28年度委託事業「地域医療に従事する医師の確保・養成のための調査・研究」を参考に作成

うち地域枠

募集人員

うち

地元出身枠

愛知県 国立 名古屋大学 112 5 0

愛知県 公立 名古屋市立大学 97 27 7

愛知県 私立 愛知医科大学 115 10 0

愛知県 私立 藤田保健衛生大学 120 10 0

三重県 国立 三重大学 125 35 30

滋賀県 国立 滋賀医科大学 117 28 18

（うち２年次編入学） 17 7 5

京都府 公立 京都府立医科大学 107 7 7

大阪府 公立 大阪市立大学 95 15 0

大阪府 私立 大阪医科大学 112 22 0

大阪府 私立 関西医科大学 117 15 0

大阪府 私立 近畿大学 115 20 0

兵庫県 国立 神戸大学 117 10 10

兵庫県 私立 兵庫医科大学 112 13 0

奈良県 公立 奈良県立医科大学 115 38 25

和歌山県 公立 和歌山県立医科大学 100 36 10

鳥取県 国立 鳥取大学 110 32 10

島根県 国立 島根大学 112 25 13

（うち３年次編入学） 10 3 3

岡山県 国立 岡山大学 120 17 7

（うち２年次編入学） 5 5 0

都道府県 区分 大学名
H28年度

入学定員
うち地域枠

募集人員

うち

地元出身枠

岡山県 私立 川崎医科大学 120 30 20

広島県 国立 広島大学 120 20 18

山口県 国立 山口大学 117 33 18

（うち２年次編入学） 10 3 3

徳島県 国立 徳島大学 114 17 17

香川県 国立 香川大学 114 24 19

愛媛県 国立 愛媛大学 115 20 20

高知県 国立 高知大学 115 25 15

福岡県 私立 久留米大学 115 20 0

福岡県 私立 福岡大学 110 10 10

佐賀県 国立 佐賀大学 106 26 23

長崎県 国立 長崎大学 123 32 23

（うち２年次編入学） 5 5 0

熊本県 国立 熊本大学 115 10 5

大分県 国立 大分大学 110 13 13

宮崎県 国立 宮崎大学 110 20 20

鹿児島県 国立 鹿児島大学 117 20 17

（うち２年次編入学） 10 3 0

沖縄県 国立 琉球大学 117 17 17

計 71大学 8,261 1,617 783

（うち２年次編入学） 97 40 23

（うち３年次編入学） 10 3 3

都道府県 区分 大学名
H28年度

入学定員
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9

●1990年度以降の医学部偏差値の推移

医学部の偏差値、入学志願者の状況

主な議題

年度 1990 1995 2000 2005 2010 2015
平均 52.9 58 60.3 62.4 63 62.8
最高 70 71 75 75 76 77
最低 46 53 53 56 56 56

年度 1990 1995 2000 2005 2010 2015
平均 60.9 61.7 64.3 65.7 65.5 65.6
最高 75 72 77 79 79 78
最低 55 53 57 59 60 61

私立（後期日程および地域枠、産業医大以外のセンター利用方式を除く単純平均と最高・最低）

（人）

71158

-1820

43704

-3458

-293021

3186

-195728

-230100

-433558

-52201

-500000 -400000 -300000 -200000 -100000 0 100000

医学部

歯学部

薬学部

理学部

工学部

農学部

法学部

文学部

経済学部

経営学部

●1990年を基準とした各学部入学志願者数（2014年）の増減

国公立（後期日程および地域枠・特定診療枠を除く単純平均と最高・最低）

（文科省「学校基本調査」を基に日本医事新報編集部作成）

駿台予備校提供の第２回駿台全国模試データを基に日本医事新報編集部作成。入試制度の変化、偏差値算出方法の変更等があり、単純比較は出来ない。

9出典：日本医事新報（2016年10月29日、
No.4827、p29）



卒
業
大
学

24％～27％

27％～35％

35％～43％

43％以上

24％以下

平均 34.3％

中央値 29.9％

最小 滋賀県 11.0％

最大 愛知県 52.9％

出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）
厚生労働省調べ

＜例＞

Ａ県の大学医学部を卒業した医師

のうち、

Ａ県が出身地である者の割合

出
身
地

初
期
臨
床
研
修
病
院

臨
床
研
修
修
了
後
の
勤
務
地

※出身地又は大学が海外の場合及び当該項目につい
て無回答の場合は除外。

都道府県ごとの大学医学部の地元出身者の割合
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35％～41％

41％～47％

47％～56％

56％以上

35％以下

平均 51.9％

中央値 44.8％

最小 富山県 20.4％

最大 東京県 69.1％

出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）
厚生労働省調べ

卒
業
大
学

＜例＞

Ａ県の大学医学部を卒業した医師

のうち、

初期臨床研修修了後にＡ県で勤務

する者の割合

出
身
地

初
期
臨
床
研
修
病
院

臨
床
研
修
修
了
後
の
勤
務
地

※出身地又は大学が海外の場合及び当該項目につい
て無回答の場合は除外。

初期臨床研修修了後、卒業大学と同じ都道府県で勤務する割合
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臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

人数 割合 人数 割合

地
域
枠

地域枠で入学（大学Ａ県） 348 68% 167 32%

地域枠ではない（大学Ａ県） 5625 51% 5359 49%

地
元

出
身

出身地Ａ県 大学Ａ県 3101 78% 872 22%

出身地Ｂ県 大学Ａ県 2926 38% 4685 62%

※１ 出身地又は大学が海外の場合及び当該項目について無回答の場合は除外。
※２ 出身地：高校等を卒業する前までに過ごした期間が最も長い都道府県。
※３ Ａ県は任意の都道府県。Ｂ県はＡ県以外の都道府県。

○ 地域枠の入学者よりも、地元出身者（大学と出身地が同じ都道府県の者）の方が、臨床研修修了
後、大学と同じ都道府県に勤務する割合が高い（78％）。

地域枠*：地域医療等に従事する明確な意思をもった学生の選抜枠であり、奨学金の有無を問わない。

出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）厚生労働省調べ

地域枠と地元出身者の定着割合

○ 地域枠の入学者であるかどうかによらず、地元出身者（大学と出身地が同じ都道府県の者）の方
が、臨床研修修了後、大学と同じ都道府県に勤務する割合が高い。

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

人数 割合 人数 割合

地域枠で入学
出身地Ａ県 大学Ａ県 282 85% 49 15%

出身地Ｂ県 大学Ａ県 63 35% 116 65%

地域枠ではない
出身地Ａ県 大学Ａ県 2766 77% 810 23%

出身地Ｂ県 大学Ａ県 2810 39% 4479 61%
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○ ノルウェーの地方都市であるトロムソ（北部ノルウェー）に位置するトロムソ大学の卒業生につ
いて、出身地等を調査し、卒業後の北部ノルウェーへの定着率を評価。

○ 北部ノルウェー出身者の北部ノルウェーへの定着率は、1979-1988年の卒業生は82.5-82.9％
であるのに対し、南部ノルウェー出身者の北部ノルウェーへの定着率は、33.7-42.9%であった。

○ 本研究は、地方で教育された地方出身の医学生は、卒業後、地元に定着する確率が高いことを示
している。（homecoming salmon仮説）

出典：Rural doctor recruitment: Does medical education in rural districts recruit doctors to rural areas?
Medical Education 1993, 27, 250-253

地方への医師の定着に関する研究（ノルウェーの例）

卒業年

北部ノルウェー出身 南部ノルウェー出身

現住所 現住所

人数
南部ノル

ウェー（％）
北部ノル

ウェー（％）
人数

南部ノル
ウェー（％）

北部ノル
ウェー（％）

1979-83※１ 41 17.1 82.9 98 66.3 33.7

1984-88※２ 81 18.5 82.5 77 57.1 42.9

合計 122 18.0 82.0 175 62.0 38.0

※１：インターンシップ修了後6-10年
※２：インターンシップ修了後1-5年
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Ⅱ 経験目標
Ａ 経験すべき診察法・検査・手技

（１）医療面接

（２）基本的な身体診察法

（３）基本的な臨床検査

（４）基本的手技

（５）基本的治療法

（６）医療記録

（７）診療計画

＜臨床研修の基本理念＞
臨床研修は、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわらず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を

認識しつつ、一般的な診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本的な診療能力を身に付けることのでき
るものでなければならない。

臨床研修の到達目標

Ｃ 特定の医療現場の経験

（１）救急医療
（２）予防医療
（３）地域医療
（４）周産・小児・成育医療
（５）精神保健・医療
（６）緩和ケア、終末期医療
（７）地域保健

「医師法第１６条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」
（平成１５年６月１２日付け厚生労働省医政局長通知 平成２７年３月３１日一部改正）の別添１

Ｂ 経験すべき症状・病態・疾患
１ 頻度の高い症状
２ 緊急を要する症状・病態
３ 経験が求められる疾患・病態

Ⅰ 行動目標
医療人として必要な基本姿勢・態度

（１）患者－医師関係
（２）チーム医療
（３）問題対応能力
（４）安全管理
（５）症例呈示
（６）医療の社会性

14



平成２１年度まで（７科目必修）

平成２２年度以降（３科目必修）

内科
６月

外科
３月

救急
３月
(含麻酔科)

選択科目
８月

地
域
保
健
・
医
療
１
月

精
神
科

１
月

産
婦
人
科
１
月

小
児
科

１
月

将来専門としたい診療科を中心に
関連の診療科で研修

＊あらかじめ研修病院が選択肢を設定する

地
域
医
療
１
月

内科
６月

救急
３月

選択必修
外科
麻酔科
小児科
産婦人科
精神科から

２科目選択

１年目

１年目 ２年目

２年目

必修

必修 必修

臨床研修における必修診療科臨床研修における必修診療科
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③地理的条件等の加算

都
道
府
県
別
の
募
集
定
員
上
限

＋

都
道
府
県
別
の
基
礎
数

都
道
府
県
の
調
整
枠

※
全国の研修医総数 ×

全国の研修医総数 ×

(a) 面積当たり医師数（100㎢当たり医師数）
(b) 離島の人口
(c) 高齢化率（65歳以上の割合）
(d) 人口当たり医師数

都道府県の人口

日本の総人口

医学部入学定員

全国の医学部入学定員

②医師養成状況

①人口分布

多
い
ほ
う
の
割
合
で
按
分

研
修
医
総
数
を
①
と
②
の

＋

※ 都道府県の調整枠は、全国の募集定員上限※１と都道府県別基礎数の合計との差を各県の採用実績で按分
※１ 全国の募集定員上限＝研修希望者数×募集定員倍率※２(H28：1.18倍)

※２ 募集定員倍率は、平成32年度までに約1.1倍まで縮小

募集定員倍率を下げると
調整枠が減少

募集定員倍率に
影響されない

都道府県別の募集定員上限
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全国の臨床研修募集定員数

全国の臨床研修希望者数
＝ 臨床研修医の募集定員倍率

（平成27年度 約1.2倍）

11,030 11,276 11,370 11,461 11,722 11,448
10,699 10,900 10,755 10,739 10,703

11,222 11,272

8,443 8,720 8,802 8,759 8,702 8,572 8,597 8,729 8,655 8,679 8,717
9,206

9,637

7000
8000
9000

10000
11000
12000

H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24' H25' H26' H27' H28' H29' H30' H31' H32'

研修希望者

破線（-----）は試算

募集定員 1.22倍
1.17倍 1.16倍

1.23倍

1.1倍1.12倍1.14倍
1.35倍 1.25倍

・ 研修医の募集定員には、全国の定数管理や地域別の偏在調整が行われず
・ 全国の募集定員の総数が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大

平成22年度

臨床研修必修化

・ 都道府県の募集定員について上限設定

平成27年度 ・ 平成27年度の約1.2倍から、平成32年度の約1.1倍まで縮小させる

研修医の募集定員・研修希望者数の推移

臨床研修医の募集定員倍率

○ 臨床研修の必修化後、研修医の募集定員が研修希望者の1.3倍を超える規模まで拡大し、研修医が
都市部に集中する傾向が続いた。平成22年度から都道府県別の研修医の募集定員上限を設定し、平
成27年度には1.22倍まで縮小。今後、平成32年度に向けて約1.1倍まで縮小させる。

人
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35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24’ H25’ H26’ H27’

都市部とその他の道県との相対比率

６都府県

その他の道県

平成27年6月8日公表

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22' H23' H24’ H25’ H26’ H27’

６都府県 51.3% 47.8% 48.9% 48.8% 48.1% 47.7% 48.6% 47.8% 47.5% 46.7% 45.5% 44.4% 43.6%
その他の

道県 48.7% 52.2% 51.1% 51.2% 51.9% 52.3% 51.4% 52.2% 52.5% 53.3% 54.5% 55.6% 56.4%

○ 研修医採用実績における、大都市部（６都府県）とその他の道県との相対比率

・ 大都市部のある６都府県（東京・神奈川・愛知・京都・大阪・福岡）の比率： 減少傾向

・ その他の道県の比率： 増加傾向

○ 人口当たり医師数と研修医採用率※との関係

・ 人口当たり医師数が多く研修医採用率も高い4都府県： 平均採用率が90％

・ 人口当たり医師数が少なく研修医採用率も少ない５県： 平均採用率は54％ 研修医の確保に困難

都道府県別の上限設定後

※ 研修医採用率＝採用実績／募集定員

研修医の採用実績＜６都府県とその他の道県、医師数と採用率＞

＜都道府県間格差＞

埼玉県

茨城県

福島県

新潟県

秋田県

大阪府

福岡県

東京都

京都府

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

100 150 200 250 300 350

都道府県別の人口対医師数

と研修医採用率

（人）

（人口10万人当たり医師数）

平均採用率
５４％

平均採用率
９０％
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都道府県別の募集定員と採用実績（平成28年度）
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調整枠

地理的加算

人口・医学部

採用実績
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○ 東京、神奈川、大阪、福岡、京都等の都市部の都府県では、過去実績に応じて配分

される調整枠の募集定員により、多くの研修医を採用している。



出典：臨床研修修了者アンケート調査（平成27・28年）
厚生労働省調べ

○ 出身地の大学に進学し、その後、同じ都道府県で臨床研修を行った場合、臨床研修終了後、出身
地の都道府県で勤務する割合が最も高い（90％）。出身地以外の大学に進学した場合であっても、
臨床研修を出身地と同じ都道府県で実施した場合、臨床研修修了後、出身地の都道府県で勤務する
割合は高い（79％）。

○ 出身地の大学に進学しても、臨床研修を別の都道府県で行うと、臨床研修終了後、出身地で勤務
する割合は低い（36％）。

※１ 出身地又は大学が海外の場合及び当該項目について無回答の場合は除外。
※２ 出身地：高校等を卒業する前までに過ごした期間が最も長い都道府県。
※３ Ａ県は任意の都道府県。Ｂ県、Ｃ県はＡ県以外の都道府県。（Ｃ県はＢ県と一致する場合も含む）

出身都道府県で臨床研修を行ったときの定着割合

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

出身地 大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合

Ａ県 Ａ県 Ａ県 2776 90% 304 10%

Ａ県 Ａ県 Ｂ県 321 36％ 567 64％

Ａ県 Ｂ県 Ａ県 2001 79% 543 21%

Ａ県 Ｂ県 Ｃ県 474 9％ 4578 91％

臨床研修修了後に勤務する都道府県

Ａ県 Ａ県以外

出身地 大学 臨床研修 人数 割合 人数 割合

Ｂ県 Ａ県 Ａ県 2347 79% 617 21%

＜参考＞
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新たな専門医の仕組みの経緯
平成23年

10月
厚労省 第１回専門医の在り方に関する検討会 →平成25年4月報告書取りまとめ

平成26年
５月

機 構 一般社団法人日本専門医機構設立

平成27年
７月～11月

機 構 「プログラム整備基準（18基本診療領域分）」公表 （各領域の基幹施設・連携施設の認定基準）

平成28年
２月18日

厚労省 第44回社会保障審議会医療部会 （地域偏在の懸念が示される）

３月31日 厚労省 医事課長通知 （都道府県協議会における調整等を要請）

６月７日 日医
・四病協

「新たな専門医の仕組みへの懸念について」 ※専門医機構及び基本診療領域学会に対する要望書

６月27日 機 構
社員総会を開催し、新理事を選出

→ 学会中心の体制から、地方自治体、患者・国民の代表など、幅広い関係者の体制に

７月20日 機 構 「専門医研修プログラムと地域医療にかかわる新たな検討委員会」（精査の場）を開催

10月５日 機 構
第２回精査の場で、平成29年度にプログラム制を行う６学会※から、地域医療への配慮についてヒアリング

※ 小児科、整形外科、耳鼻咽喉科、病理、救急科、形成外科

・一度立ち止まり、地域医療、公衆衛生、地方自治、患者・国民の代表による幅広い視点を
加えた検討の場を新たに設置。

・検討の場で、医師及び研修医の偏在が深刻化しないかどうか集中的に精査。

・地域医療に配慮するため、病院群の設定等に当たり、都道府県協議会の了解を得る。

・平成29年度は新プログラムを認定せず、平成30年度を目途に一斉に開始。

・学会には、平成29年度は従来どおりの研修とするよう要請。プログラム制を行う学会に
対しては、地域医療への配慮を要請。

今後の予定 平成29年度にプログラム制を行う６学会 平成30年度の新プログラム制開始に向けた準備

・都道府県協議会への情報提供、改善要望の受付

・専攻医の応募状況を踏まえた調整

・プログラム整備基準の見直し

・募集定員の検討

・サブスペシャルティ領域の整理 等 21



新たな専門医に関する仕組みについて（専門医の在り方に関する検討会（髙久史麿座長） 概要）

医師の質の一層の向上及び医師の偏在是正を図ることを目的として検討会を開催。

＜専門医の質＞ 各学会が独自に運用。学会の認定基準の統一性、専門医の質の担保に懸念。
＜求められる専門医像＞ 専門医としての能力について医師と国民との間に捉え方のギャップ。
＜地域医療との関係＞ 医師の地域偏在・診療科偏在は近年の医療を巡る重要な課題。

（中立的な第三者機関）
○中立的な第三者機関を設立し、専門医の認定と養成
プログラムの評価・認定を統一的に行う。

（専門医の養成・認定・更新）
○専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要件と
する。

○広告制度(医師の専門性に関する資格名等の広告)を
見直し、基本的に、第三者機関が認定する専門医を
広告可能とする。

（総合診療専門医）
○「総合診療専門医」を基本領域の専門医の一つとして
加える。

現状

新たな仕組みの概要

H25.4.22
趣旨

○専門医の質の一層の向上（良質な医療の提供） ○医療提供体制の改善

（地域医療との関係）
○専門医の養成は、第三者機関に認定された養成プログラ
ム
に基づき、大学病院等の基幹病院と地域の協力病院等
（診療所を含む）が病院群を構成して実施。

（スケジュール）
○新たな専門医の養成は、平成２９年度を目安に開始※。
研修期間は、例えば３年間を基本とし、各領域の実情に
応じ設定。

※ 平成30年度を目途に19基本領域の養成を一斉に開始予定。

期待される効果

（基本的な考え方）
○国民の視点に立った上で、育成される側のキャリア形成支援の視点も重視して構築。
○プロフェッショナルオートノミー（専門家による自律性）を基盤として設計。
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新たな専門医制度の基本設計

基本領域 （19 領域）
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サブスペシャルティ領域 （29 領域）

消化器病 、 循環器 、 呼吸器 、 血液 、 内分泌代謝 、糖尿病 、 腎臓 、 肝臓 、 アレルギー 、
感染症 、 老年病 、 神経内科 、 消化器外科 、 呼吸器外科 、 心臓血管外科 、 小児外科 、
リウマチ 、 小児循環器 、 小児神経 、 小児血液 ・ がん 、 周産期 、 婦人科腫瘍 、 生殖医療 、
頭頚部がん 、 放射線治療 、 放射線診断 、 手外科 、 脊椎脊髄外科 、 集中治療

○専門医の領域は、基本領域の専門医を取得した上でサブスペシャルティ領域の専門医を
取得する二段階制を基本とする。

○専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要件とし、また、生涯にわたって標準的な
医療を提供するため、専門医取得後の更新の際にも、各領域の活動実績を要件とする。

○広告制度（医師の専門性に関する資格名等の広告）を見直し、基本的に、第三者機関が
認定する専門医を広告可能とする。

専門医の領域、認定・更新 専門医の在り方に関する検討会報告書（平成25年4月22日）より
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専門研修プログラムの研修施設群のイメージ

県立Ａ医科大学病院：８００床

・小児科指導医数：１０名

・小児科専攻医募集数：８名

日赤Ｃ医療センター：３００床

・小児科指導医数：３名

Ｂ市民病院：１５０床

・小児科指導医数：１名

＜研修プログラムの概要＞

研修期間： ３年間（３６か月）

① 県立Ａ医科大学病院 （１２か月）

・小児科医師として必須の知識と
診療技能の習得

② Ｂ市民病院 （６か月）

・初期救急医療、地域医療の経験

③ 日赤Ｃ医療センター （１２か月）

・地域基幹病院において小児科の
あらゆる疾患に対応

① 県立Ａ医科大学病院 （６か月）

・高度先進医療も含め小児科の
あらゆる疾患に対応

①

②

③

連携施設

連携施設

基幹施設

＜県立Ａ医科大学病院 小児科専門研修プログラム＞

日本専門医機構
プログラムの

認定

プログラムの
作成・申請
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平成28年7月21日 全国知事会社会保障常任委員会
「新たな専門医制度に対する要望」

医師の地域偏在及び診療科偏在を助長することのない仕組みを構築するために、そ

れぞれの地域の実情を踏まえた上で、国と日本専門医機構、基本診療領域学会は、責

任をもって、研修施設や定員の設定等を行うこと。

平成28年3月 全国衛生部長会「衛生行政の施策及び予算に関する重点要望書」

「新たな専門医制度」において、人口10万対医療施設従事医師数や地域の人口、面積、

症例数などの基準により、専門医の診療科ごと、地域ごとの医師の適正数や専門医等

の認定基準の設定等による診療科間、地域間の医師偏在の解消に努め（中略）ていた

だきたい。

（参考）医師の養成過程に関する提言等①
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平成28年7月21日 全国知事会社会保障常任委員会 「新たな専門医制度に対する要望」

新たな制度には、国が主体的に関与するとともに、都道府県に役割を求める際には、国、日本

専門医機構、都道府県及び関係機関の役割や権限を法令等で明確に規定すること。

平成28年6月7日 日本医師会・四病院団体協議会要望書 ※ 専門医機構及び基本領域学会宛て

地域医療、公衆衛生、地方自治さらには患者・国民の代表による幅広い視点も大幅に加えて早急に検討す

る場を設け、その検討結果を尊重すること。その際いわゆるプロフェッショナルオートノミー（専門家による自律

性）は尊重されるべきである。

プログラム作成や地域医療に配慮した病院群の設定等を行うに当たっては、それぞれの地域において都道

府県、医師会、大学、病院団体等の関係者が協議、連携し、都道府県の協議会において了解を得ること。

日本専門医機構のガバナンスシステム等、組織の在り方については、医療を受ける患者の視点に立って専

門医の仕組みの再構築を目指すという原点に立ち返り、医師の地域的偏在の解消に向けて寄与するなど地

域医療に十分配慮すべきであり、そのためにも、地域医療を担う医療関係者や医療を受ける患者の意見が十

分に反映され、議論の透明性や説明責任が確保されるようなガバナンス構造とする等、日常的な運営の在り

方を含め、抜本的に見直すこと。

（参考）医師の養成過程に関する提言等②
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看護教育制度図(概念図) 平成２７年

看護師国家試験受験資格

中学卒業

准看護師養成所･高校
※養成所は２年、高校は３年

234校 10,697人（１学年定員）

高等学校卒業

４年制大学

250校 21,034人

（１学年定員）

養成期間３年の
養成所・短大

573校 29,454人（１学年定員）

高校・高校
専攻科

５年一貫教
育校

76校
4,135人

(1学年定員)

養成期間２年の
養成所・短大等

163校 6,460人
（１学年定員）

助産師課程

保健師課程

3
年
以
上

※学校養成所数、１学年定員は平成27年4月現在 出典：「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査」（厚生労働省）

保健師養成所･大学院･短大専攻科 33校 888人（１学年定員）

助産師養成所･大学院･大学専攻科/別科･短大専攻科 113校 1,810人（１学年定員）
1年

以上

32％ 45％

6％

10％

平成２８年合格者数
看護師 55,585人
助産師 2,003人
保健師 7,901人

２年通信制

18校 4,180人
（１学年定員）

7％

３年以上の実務経
験又は高等学校
等卒業者

10年以上の実
務経験

保健師・助産師国家試験受験資格

准看護師試験受験資格
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

昭和26年 昭和42年 平成元年 平成8年 平成20年

150 390 360 360310
330 510 510

690
885

1095 990

3,927 

1,770 1,035 1,035 

基礎分野 専門基礎分野 専門分野（講義・演習） 専門分野（臨地実習）

母性看護学

小児看護学

成人看護学

看護学総論

老人看護学

母性看護学

小児看護学

成人看護学

基礎看護学

在宅看護論

精神看護学

老年看護学

母性看護学

小児看護学

成人看護学

基礎看護学

看護の統合と実践

在宅看護論

精神看護学

老年看護学

母性看護学

小児看護学

成人看護学

基礎看護学

計 5,077

計 3,375
計 3,000 計 2,895

（93単位）

統合分野（12単位）

専門分野Ⅱ（38単位）

専門分野Ⅰ（13単位）

専門基礎分野（21単位）

基礎分野（13単位）

（指定規則制定） （第1次改正） （第2次改正） （第3次改正） （第4次改正）

23単位

36単位

21単位

13単位

計 3,000
（97単位）

時間数
（時間）

• 専門科目として看
護学が独立

• 臨床実習を各学科
目の授業に組み込
み

• 専門科目は看護学のみ

• 精神保健・老人看護学を科
目立て

• 授業時間数を減少

• カリキュラム上のゆとりを
強調

• 教育科目から教育内容による 規
定に変更

• 単位制の導入

• 統合カリキュラムの提示

• 専任教員の専門領域担当へ変更

• 実習施設の充実と拡大

• 統合分野の創設

• 各分野での教育内容の 充
実

• 看護基礎教育の技術項目に
ついて卒業時の到達度を明
確化

専門分野の
増加

看護師３年課程
教育内容の変遷
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看護師に求められる実践能力と卒業時の到達目標（抜粋） 看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン（医政局長通知）

看護師の
実践能力

卒業時の到達目標
構成要素

Ⅰ群

ヒューマンケアの
基本的な能力

倫理的な看護実践

7 対象者のプライバシーや個人情報を保護する

8 対象者の価値観、生活習慣、慣習、信条等を尊重する

9 対象者の尊厳や人権を守り、擁護的立場で行動することの重要性を理解する

10 対象者の選択権及び自己決定を尊重する

Ⅲ群

健康の保持増進、
疾病の予防、健康
の回復にかかわる
実践能力

健康の保持・増進、
疾病の予防

27 生涯各期における健康の保持増進や疾病予防における看護の役割を理解する

28 環境の変化が健康に及ぼす影響と予防策について理解する

29 健康増進と健康教育のために必要な資源を理解する

30 対象者及び家族に合わせて必要な保健指導を実施する

Ⅳ群

ケア環境とチーム
体制を理解し活用
する能力

保健・医療・福祉
チームにおける多職
種との協働

60 保健・医療・福祉チームにおける看護師及び他職種の機能・役割を理解する

61 対象者をとりまく保健・医療・福祉関係者間の協働の必要性について理解する

62 対象者をとりまくチームメンバー間で報告・連絡・相談等を行う

63 対象者に関するケアについての意思決定は、チームメンバーとともに行う

64 チームメンバーとともにケアを評価し、再検討する

Ⅴ群

専門職者として研
鑽し続ける基本能
力

継続的な学習 70 看護実践における自らの課題に取り組むことの重要性を理解する

71 継続的に自分の能力の維持・向上に努める

看護の質の改善に向
けた活動

72 看護の質の向上に向けて看護師として専門性を発展させていく重要性を理解する

73 看護実践に研究成果を活用することの重要性を理解する

○ 看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン（医政局長通知）に、「看護師に求められる実践能力と卒業時の到達目標」
として、対象者の価値観の尊重、多職種との連携、健康増進や疾病予防、専門職者としての研鑽し続ける基本能力等が定め
られている。
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0%

5%

10%

15%

20%

25%
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40%
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入学者

国試合格者

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

51 53 55 57 61 2 6 10 14 18 22 26

男性

女性

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

○全医師数に占める女性医師の割合は増加傾向にあり、平成26年時点で20.4%を占める。

○近年、若年層における女性医師は増加しており、医学部入学者に占める女性の割合は約３分の１

となっている。

女性医師数の推移

※医師数全体に占める割合

20.4％※

（出典）学校基本調査(文部科学省)
厚生労働省医政局医事課試験免許室調べ

医学部入学者・国家試験合格者数に占める
女性の割合

女性医師の年次推移

昭和 平成
（年）
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OECD加盟国の女性医師の割合 OECD Health Statistics 2015

注１ 「OECD単純平均」とは、各国の女性医師の割合を国間で平均をとったもの。
注２ 「OECD加重平均」とは、OECD加盟国全体における女性医師数を総医師数で割ったもの。
注３ *の国は2013年のデータ、**の国は2012年のデータ、それ以外は2014年のデータ。
注４ オーストラリア、フィンランド、アイルランドは推計値。
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出典：OECD Health Statistics 2015、平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査
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○ 女性医師の割合は、年代が上がるに従って下がる傾向にある。

出典：平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査
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※2004年～2014年の医師・歯科医師・薬剤師調査（医師届出票）および厚生労働省から提供された医籍登録データを利用して作成
※推定年齢は医籍登録後年数が0年の届出票の満年齢(12月末時点)の平均値が26.8歳であることを考慮し設定

95.2%
89.9%

47.5%
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)

医籍登録後年数（推定年齢）

男性就業率
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女性医師の
就業率最低値
(登録後12年)

就業率が大きく
減衰を始める

(登録後30年代後半)

就業率半数
(登録後50年)

医籍登録後年数別の就業率

女性医師の就業率の推移は、Ｍ字カーブの曲線になる。
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※１・・・産婦人科、産科、婦人科
※２・・・内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科
※３・・・外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科、小児外科

○ 医療施設従事医師数の女性割合は20.4％であり、平成24年の19.6％と比べて増加している。

○ 皮膚科や小児科、産婦人科といった診療科では女性医師の占める割合は高いが、外科や脳神経外科
などの診療科では低い。
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出典：平成26年医師・歯科医師・薬剤師調査
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［女性医師］仕事を中断（休職）、離職した『理由』（n=2,931複数回答）

6.7%

1.5%

3.3%

10.3%

10.8%

14.5%

38.3%

70.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

家事

家族の病気や介護

留学

夫の転勤に伴う

自分の病気療養

子育て

出産

1ヵ月未満

3.6%
(104人)

1～6ヵ月未

満

27.8%
(811人)

6ヵ月～1年

未満

29.0%
(847人)

1年～2年未

満

18.4%
(538人)

2年～3年未

満

11.1%
(323人)

3年以上

10.1%
(295人)

仕事を中断（休職）、離職した『期間』（n=2,918 複数回答）

女性医師の勤務環境の現状に関する調査報告書（平成21年3月日本医師会）
［調査票配布数15,010 有効回答数7,467（有効回答率 49.7%）］
［調査対象；病院に勤務する女性医師］ 35



（出典）女性医師の勤務環境の現状に関する調査報告書（平成21年3月日本医師会）
［調査票配布数15,010 有効回答数7,467（有効回答率 49.7%）］
［調査対象；病院に勤務する女性医師］

3.6%
(104人)

27.8%
(811人)

29.0%
(847人)

18.4%
(538人)

11.1%
(323人)

10.1%
(295人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1ヶ月未満 1～6ヶ月未満 6ヶ月～1年未満

1年～2年未満 2年～3年未満 3年以上

仕事を中断（休職）、離職した『期間』

病院に勤務する女性医師（全年齢層）に対し、仕事を中断（休職）、離職したことがある場合、
その期間を質問。（n=2,918）
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19.2%

15.7%

21.2%

6.8%

4.1%

8.0%

13.0%

15.0%

12.1%

10.1%

11.3%

9.4%

8.5%

9.0%

8.2%

24.1%

25.9%

23.3%

10.1%

13.4%

8.2%

3.8%

3.5%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計（ｎ＝5,597）

女性（ｎ＝1,872）

男性（ｎ＝3,694）

短時間勤務制度 フレックスタイム制度
当直や時間外勤務の免除 勤務先に託児施設がある
子どもの急病等の際に休暇が取りやすい 職場の理解・雰囲気
配偶者や家族の支援 ロールモデル
今後のキャリアパスの見通し その他
無効回答・回答なし

1.8％

子育てをしながら勤務を続ける上で必要と考えられるもの（複数回答のうち「最も必要」と回答した項目）

（出典）平成２５年臨床研修修了者アンケート調査（厚生労働省）

1.0％ 2.9％

○臨床研修医に子育てをしながら勤務を続ける上で必要な条件を問うたところ、「職場の理解・雰囲気」「短時間勤
務制度」「当直や時間外勤務の免除」「勤務先に託児施設がある」「配偶者や家族の支援」の順に多かった。

1.2％

2.2％

0.2％0.9％

1.3％1.0％

総計
（n=5,566)

子育てをしながら勤務を続ける上で必要な条件
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「女性医師のさらなる活躍を応援する懇談会」報告書概要 平成27年1月23日

○医療の質を確保し、患者に必要な医療を安全かつ継続的に提供していくためにも、女性医師が働き続けやすい環境整備が
重要。

○社会全体が個々の医師のニーズに応じた多様な働き方を支援するにあたっては、妊娠や出産等のライフイベントにかかる負
担軽減を含めた職場の環境整備を進めるとともに、モチベーションを維持・向上しながら、自らの希望するキャリア形成を図り、
医師として社会的役割を果たしていく視点が必要。

○様々な取組を総合的に進め、性別や職種を問わず、医療従事者全体の勤務環境の整備と調和することが必要。

○近年、医師に占める女性医師の割合は増加傾向にあり、現在、医学部生の約１／３が女性。
○これまで女性医師が少なかった診療科や職場、指導医や管理者においても、その割合が増えることが予想。

○女性医師は、社会全体の性別役割分担意識等を背景に、妊娠・出産等により仕事と生活を両立させることが困難となって
キャリアを中断せざるを得ない場合が多く、女性医師を取り巻く状況を前提としたさらなる環境整備が求められている。

❒ 医療機関等における環境整備

管理者自らが女性医師を取り巻く状況やニーズを認識した上で、各医療機関等で活
用できる制度や社会資源を十分に把握し、総合的な取組を推進

①職場の理解
管理者や上司自らが進める職場の雰囲
気作り、公平感の醸成等（管理者研修の
活用、適切な業務配分等）

②相談窓口
ワンストップ相談、先輩の経験共有

（専任スタッフ、情報交換会等）
③勤務体制

柔軟な勤務形態（短時間正規雇用、交替
勤務制、当直や時間外勤務への配慮等）

④診療体制
チーム医療推進、地域医療における
連携（複数主治医制、事務補助職活

用等）
⑤保育環境
院内保育所の柔軟な運営等（24時
間保育、病児保育等）

⑥復職支援
医学知識や診療技術の提供（e-
learning、実技実習等）

【大学】
キャリア教育、キャリア形成支援等

【学会等】
復職支援、キャリア形成支援等

【日本医師会等】
各地域の取組例収集・紹介、女性医師バ
ンク、病院管理者研修等

【臨床研修制度、専門医制度】
中断、更新にかかる配慮等

【都道府県】
相談窓口、院内保育所への補助、
医療勤務環境改善支援センター等

【国】
女性医師バンク、都道府県への財政支
援等

医療の質の確保 安全かつ継続的な医療提供体制の構築

❒ 女性医師を取り巻く状況

❒ 女性医師が働き続けやすい環境整備を進めるにあたっての視点
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女性医師支援センター事業 平成28年度予算 164,255千円（164,340千円）

女性医師キャリア支援モデル普及推進事業 平成28年度予算 20,454千円（20,608千円）

女性医師等就労支援事業 地域医療介護総合確保基金で実施可

女性医師支援に係る主な取組

○ （公社）日本医師会に委託し、次のような取組等を実施
女性医師の就業等に係る実情把握調査の実施 （平成21年度～28年度 延べ 4回実施）
就職を希望する女性医師に対する医療機関や再研修先の紹介 （平成27年度 就業成立件数 47件）
学会等におけるブース出展やシンポジウムの開催 （平成27年度 実績 18回）
都道府県医師会等において病院管理者や医学生、研修医に対する
女性医師のキャリア形成や勤務環境改善に関連する講習会・講演会の開催 （平成27年度 講習会開催件数 98件）
全国の大学医学部や各医学会の女性医師支援や男女共同参画の担当者に対する
「大学医学部・医学生女性医師支援担当者連絡会」の開催 （平成27年度 参加者数 134人）
講習会等への託児サービス併設補助 （平成27年度 利用児数 延べ307人）

○ 女性医師支援の先駆的な取組を行う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医療機関」として位置づけ、
地域の医療機関に普及可能な支援策のモデルの構築や、シンポジウム等の普及・啓発のための必要経費を補助。

○ 平成27年度実施機関： 岡山大学、名古屋大学
平成28年度実施機関： 東京女子医科大学、久留米大学

＜女性医師支援に資する先駆的な取組例＞
・女性医師等に対するキャリア教育 ・育児支援（院内保育所の利用促進等）
・復職支援（Ｅラーニング, シミュレーターを用いた実技練習等） ・勤務環境改善（ワークシェアリング等）

○ 各都道府県において女性医師支援に係る取組を実施

大学病院や医師会等において相談窓口を設置 （平成26年度 窓口設置数 39件）

復職のための研修を実施する医療機関への補助

勤務環境改善の取組を実施する医療機関への補助 等
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女性医師等就労支援事業
（都道府県に対する補助事業）

都道府県

短時間勤務が可能な病院
再就業講習会、復職研修
実施病院

保育サポーター

保育所

悩み
・育児（保育サポーター、保育所(24時間、病児対応）など）
・勤務時間（短時間勤務なら働けるのに）
・復職への不安（講習会、実施研修などがあれば）

①相談

③紹介 ②情報収集

（事業概要）女性医師等の再就業が困難な状況の大きな要因として、就学前の乳幼児の子育て、配偶者の転勤、日進月歩で進む医療の現場
に戻りづらい等の理由が挙げられている。離職後の再就業に不安を抱える女性医師等に対し、相談窓口を設置して、復職のための
受入医療機関の紹介や仕事と家庭の両立支援のための助言等を行い、また、医療機関における仕事と家庭の
両立ができる働きやすい職場環境の整備を行い、離職防止や再就業の促進を図る。（Ｈ２０’～、就労環境改善事業はＨ２１’～）

★相談窓口経費

★病院研修 ・就労環境改善経費

復職研修受入を可能とする医療機関へ
研修に必要な経費を支援

仕事と家庭の両立ができる働きやすい
職場環境の整備について取組みを行う
医療機関への支援

【平成27年度予算額】
地域医療介護総合確保基金
で実施可
公費904億円の内数

H25’ 交付決定額 ４４６，０２７千円
実施都道府県数 ３７県

地域医療介護総合確保基
金で実施可
公費904億円の内数

【平成2８年度予算額】
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女性医師キャリア支援モデル普及推進事業 平成28年度予算 20,454千円 （20,608千円）

・近年、医師についても女性割合が高まっているが（現在、医学部生の約３分の１が女性）、出産・育児等によりキャリアを中断せざるを得ない場合があ
り、女性医師の割合が多い診療科（小児、産婦人科等）等において課題となっている。

・女性医師等がキャリアと家庭を両立していくためには、関係のデータ等を踏まえると、「上司・同僚の理解・雰囲気」「支援体制（復職支援、勤務環境改
善、育児支援）」「女性医師等へのキャリア教育」等のニーズがうかがえることから、これらを適切に支援していく必要がある。

背景

○女性医師等のキャリア支援の一層の充実に向け、以下のような女性医師支援の先駆的な取組を行う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医
療機関」として位置づけ、地域の医療機関に普及可能な「効果的支援策モデル」の構築に向けた必要経費を補助する。

○地域の女性医師支援の中核機関として、女性医師支援の相談指導のためのスタッフの派遣や、ワークショップの開催など「効果的支援モデル」の普及
啓発活動等を行う。

厚労省（評価会議）

モデル推進医療機関の
選定

（平成27年度
岡山大学、名古屋大学）

モデル推進医療機関の
選定

（平成27年度
岡山大学、名古屋大学）

＜女性医師の先駆的取組（例）＞

妊娠 出産 育児 育児後
介
護

＜若手女性医師等に対するキャリア教育＞

若手女性医師等に対するキャリア形成・継続、キャリアと家庭の両立等についての説
明会・ワークショップ 等

＜出産・育児等からの復職支援＞（必要に応じてモデル医療機関所属外の女性医師等も利
用）
相談受付、復職に際しての医師本人と医局との仲介、復職支援プログラム（e-learning,シュミ
レーターを用いた実技練習等）の作成・実施 等

＜育児支援＞（必要に応じて近隣の他医療機関と共同で実施）

未就学時・就学児の保育、病児・病後児保育、シッターサービス（例：女子医大
のファミリー・サポート事業） 等

医学生 研修医 専門医 生涯教育

女性医師等のキャリアパス（例）

女性医師等のライフイベント（例）

＜女性医師等のキャリア支援にかかるスタッフの配置＞
組織内部に女性医師等の支援のためのスタッフ（医師、事務員等）を配置 等

＜勤務環境改善＞

勤務体制の柔軟化（夜間休日の対応医師の明確化等）、補助職（医療クラーク等）の活
用、チーム医療の推進、ICTの活用 等

事業内容

「効果的支援策
モデル」の構築
「効果的支援策
モデル」の構築

女性医師等キャリア支援
モデル医療機関

他医療機関地域の女性医師支援と中核
機関として、他医療機関に

普及推進

地域の女性医師支援と中核
機関として、他医療機関に

普及推進

○相談指導のためのスタッフの派遣
○ワークショップの開催 等
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平成27年度 女性医師キャリア支援モデル普及推進事業実施機関
岡山大学の取組

●職場の理解にかかる取組
・女性リーダーの育成等のためのリーダー研修会の実施

●診療体制改善への取組
・ワークシェアコースの実施（平成27年度トライアル）

●相談窓口等にかかる取組
・復職に関する相談や研修に対応する相談窓口体制の拡充
・最適助言者紹介システム（岡山MUSCATの会）の運営と

啓蒙活動
・病児保育室の利用者拡大 等

●復職支援への取組
・一般内科外来ができるようになることを目標とした

インテンシブコースの開講
・遠隔学習システムの運用（インテンシブコースのWEB

による配信） 等

●地域への貢献活動
・キャリア支援制度の地域への普及
・サテライトオフィスの活動促進

（シミュレーショントレーニングの開催等）

●シンポジウムの開催・情報収集・発信活動

MUSCATプロジェクト：H19-21 文部科学省医療人GP
H22- 岡山県委託事業 42



平成27年度 女性医師キャリア支援モデル普及推進事業実施機関
名古屋大学の取組
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女性医師支援センター事業

○女性医師バンク事業

女性医師がﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じて働くことのできる柔軟な勤務形態の促進を図るため、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ勤務等の職業斡旋事業を実施

164,255千円H28年度予算 （164,340千円）

○再就業講習会事業

都道府県医師会において、病院管理者や女性医師、研修医等を対象に、女性医師が就業継続できるよう、多様な女
性医師像の提示や就業環境改善等に関する講習会を実施 ※H26’実績；延べ94回 （学会等共催を含む）

H18’～H27年実績

○就業成立 461名
○再研修紹介 18名
○累計求人登録 5,071名
○累計求職登録 770名
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離 職 率 比 較

常勤看護職員と他産業

12.3 12.4 12.6 11.9 11.2 11.0 10.9 11.0 11.0 

0

5

10

15

20

25
常勤看護職員
一般労働者（産業計）
一般労働者（女性）
一般労働者（医療・福祉）
介護職員

新卒者比較

9.3 9.2 9.2 8.9 8.6 8.1 7.5 7.9 7.5 

15.0 14.6 
13.0 12.2 11.5 

12.5 
13.4 13.1 12.8 

19.5 19.8 
18.7 18.0 

17.1 
18.0 18.6 18.8 18.9 

0

5

10

15

20

25

新卒看護職員 新規大学卒 新規短大卒

出典：看護職員は「病院における看護職員需給状況調査」（日本看護協会）
：一般労働者（産業計、女性、医療・福祉）は「雇用動向調査」（厚生労働省）
：介護職員は「介護労働実態調査」（（財）介護労働安定センター）
：新卒者は「新規学卒者の離職状況に関する資料一覧」（厚生労働省）

（％） （％）
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看護職員として退職経験のある者の退職理由

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

その他

看護職員にむかなかったため

定年退職のため

キャリアアップの機会がないため

教育体制が充実していないため

責任の重さ・医療事故への不安があるため

夜勤の負担が大きいため

給与に不満があるため

休暇がとれない・とりづらいため

超過勤務が多いため

人間関係がよくないから

他分野（看護以外）への興味

他施設への興味

進学のため

通勤が困難なため

家族の健康問題・介護のため

本人の健康問題のため

結婚のため

出産・育児のため（主な理由３つまで）

（ｎ＝11,999）

出産・育児のため（22.1%）が最も多く、次いでその他（19.7%）、
結婚のため（17.7%）、他施設への興味（15.1%）

（％）

出典：「看護職員就業状況等実態調査」（平成２２年度）」（厚生労働省医政局看護課） 46



都道府県ナースセンターによる看護職員の復職支援を強化するため、看護師等人材確保促進法を改正（平成２７年１０月１日施行）
○看護師等免許保持者による届出制度の創設 － 看護職員が病院等を離職した際などに、連絡先等を都道府県ナースセンターへ届け出る（努力義務）

看護師等免許保持者による届出制度

ニーズに応じた
復職支援

医療機関等に勤務する
看護師等

離職

届出情報に基づき、離職後も一定のつながりを確保し、本
人の意向やライフサイクル等を踏まえて、
積極的にアプローチして支援

【支援の例】
・復職意向の定期的な確認
・医療機関の求人情報の提供
・復職体験談等のメールマガジン
・復職研修の開催案内
・｢看護の日｣等のイベント情報
・その他復職に向けての情報提供 復職

届出データベース
「とどけるん」

助言等 連携
離職中の看護師等

・子育て中
・求職中
・免許取得後、直ちに就業
しない
・定年退職後 など

支援体制
強化

より身近な地域での復
職支援体制を強化
（支所等の整備）

ハローワークや医療勤務
環境改善支援センター
等と密接に連携

都道府県看護協会が
医師会、病院団体等と
ナースセンターの事業運
営について協議

※代行届出も可

離職時の届出

都道府県ナースセンター
※看護師等人材確保促進法に基づき、看護師等への無料の職業紹介等を

実施する、都道府県知事が指定する法人

住所・氏名・
連絡先等
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医療従事者の負担軽減・人材確保について①

医師事務作業補助体制加算１の評価を引き上げるとともに、医師の指示に基づく診
断書作成補助・診療録の代行入力に限り、業務の場所を問わず「病棟又は外来」での
勤務時間に含める。

現行

医師事務作業補助者の配置 点数

１５対１ ８６０点

２０対１ ６４８点

２５対１ ５２０点

３０対１ ４３５点

４０対１ ３５０点

５０対１ ２７０点

７５対１ １９０点

１００対１ １４３点

改定後

医師事務作業補助者の配置 点数

１５対１ ８７０点

２０対１ ６５８点

２５対１ ５３０点

３０対１ ４４５点

４０対１ ３５５点

５０対１ ２７５点

７５対１ １９５点

１００対１ １４８点

平成28年度診療報酬改定

医師事務作業補助体制の評価①

【医師事務作業補助体制加算１】

［施設基準］（業務の場所）

医師事務作業補助者の業務を行う場所について、８割以上を病棟又は外来とする。なお、
医師の指示に基づく診断書作成補助及び診療録の代行入力に限っては、当該保険医療機関内で
の実施の場所を問わず、病棟又は外来における医師事務作業補助の業務時間に含める。
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医療従事者の負担軽減・人材確保について②

20対１補助体制加算について、25対１，30対１，40対１補助体制加算の施設基準と同様の基
準に緩和し、75対１，100対１補助体制加算については、年間の緊急入院患者数の要件を「100
名以上」から「50名以上」に緩和する。

50対１，75対１，100対１補助体制加算の対象として、療養病棟入院基本料及び精神病棟入院
基本料を追加する。

特定機能病院入院基本料（一般・結核・精神）について、特定機能病院として求められる体制以
上に勤務医負担軽減に取り組む医療機関を評価するため、医師事務作業補助体制加算１に限
り、要件を満たす場合に算定可能とする。

現行

【２０対１補助体制加算】
［主な要件］１５対１と同様の施設基準

・第三次救急医療機関、小児救急医療拠点病院、総
合周産期母子医療センター設置医療機関
・年間緊急入院患者数８００名以上

【５０対１,７５対１,１００対１補助体制加算】
［主な要件］
・年間緊急入院患者数１００名以上

改定後

【２０対１補助体制加算】
［主な要件］２５対１,３０対１,４０対１と同様の施設基準
15対1の施設基準を満たしている、又は以下の要件を
満たしていること

・災害拠点病院、へき地医療拠点病院、地域医療支
援病院

・年間緊急入院患者数２００名以上又は全身麻酔手
術件数年間８００件以上

【５０対１,７５対１,１００対１補助体制加算】
［主な要件］

・年間緊急入院患者数１００名以上（７５対１及び１００
対１補助体制加算については５０名以上）

平成28年度診療報酬改定

医師事務作業補助体制の評価②
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② 勤務環境改善
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医療従事者の勤務環境改善の促進

医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を図るため、改正医療法（平成26年10月1日施行）に基づき、
医療機関がPDCAサイクルを活用して医療従事者の勤務環境改善に取り組む仕組み（勤務環境改善マネジ
メントシステム）を創設。
医療機関への専門的な支援を行う体制（医療勤務環境改善支援センター）を各都道府県で整備。（セン
ターの運営には「地域医療介護総合確保基金」を活用）

勤務環境改善に取り組む医療機関

取組の実施

更なる改善

定期的な評価

都道府県 医療勤務環境改善支援センター

Plan

Do

Check

Act

勤務環境改善マネジメントシステム

計画策定

ガイドラインを参考に
改善計画を策定

医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針
（厚労省告示）

勤務環境改善マネジメントシステム導入の手引き
（厚労省研究班）

＜取組例＞
多職種の役割分担・連携、チーム医療の推進
医師事務作業補助者や看護補助者の配置
勤務シフトの工夫、休暇取得の促進
院内保育所・休憩スペース等の整備
暴力・ハラスメントへの組織的対応 など

マネジメントシステムの普及、相談対応等

医療労務管理アドバイザー（社会保険労務士等）
医業経営アドバイザー（医業経営コンサルタント等）

センター運営協議会（都道府県、都道府県労働局、
医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団

体、
社会保険労務士会、医業経営コンサルタント協会等）

院長やスタッフ
が集まり協議

現状分析 課題抽出
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※ 平成27年度厚生労働省委託事業 「医療分野の勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の
取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」事業内で実施した病院アンケート調査より

重要な課題である

63.6%

やや重要な

課題である

28.5%

あまり重要な

課題ではない

6.8%

重要な課題

ではない

1.1%

医療従事者の勤務環境改善に

関する現状認識 [n=547]

職種を問わず

取り組んでいる

56.7%一部職種で

取り組んでいる

24.3%

あまり取り組んで

いない

18.8%

全く取り組んで

いない

0.2%

医療従事者の勤務環境改善

に関する取組状況 [n=548]

職種を問わず
取り組んでいる

一部職種で取り
組んでいる

あまり取り組ん
でいない

全く取り組んで
いない

56.8 24.3 18.8 0.2

20-99床 45.4 21.8 32.8 －

100-199床 52.5 28.8 18.1 0.6

200－399床 59.7 20.9 19.4 －

400床以上 69.2 24.6 6.2 －

一般病床 60.3 24.4 15.4 －

精神病床 50.0 24.0 26.0 －

療養病床 45.8 24.0 29.2 1.0

全体

許可病床数

最も多い病床

病院における勤務環境改善に対する認識・取組状況
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※ 平成27年度厚生労働省委託事業 「医療分野の勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査・研究」事業報告書より引用

主たる医療機能の特徴：急性期医療、回復期医療、慢性期医療
職員総数：2,347名 病床数：4病院の合計456床（一般336床、療養120床）

１．医療法人偕行会 名古屋共立病院他の取組み

・ 離職率の低下（看護職員）

H25’ 13.9% → H27’(中間) 9.5%

キャリア・スキルアップ支援

・研修期間の給与保証

・研修受講費の法人負担

院内保育園の充実

・24時間保育、病児保育

・当直の場合は保育料無料

２．学校法人藤田学園 藤田保健衛生大学病院の取組み

・ 勤務継続年数が延び、ベテラン看
護師が増加（「看護の質」向上）

H23’ 6.7年 → H26’ 6.9年

・ 既婚率が増加

H23’ 31.0% → H26’33.8%

育児短時間勤務の導入、

夜勤専従者の導入

看護業務の負担軽減

・パートナーシップ・ナーシング・
システム（PNS）への変更

・看護補助者の業務拡大

・他職種との連携強化

主たる医療機能の特徴：高度急性期機能
職員総数：2,875名 病床数：1,435床（一般1,384床、精神51床）

施設内保育園の設置
（病児保育）

キャリア支援

３．社会医療法人ペガサス 馬場記念病院の取組み 主たる医療機能の特徴：急性期機能 職員総数：600名
病床数：一般300床

・ １年目職員の離職率低下

H16’～H17’平均 24.2% →

H18’～H27’平均 9.2%

・ 平成24年度では１年目職員の
離職率０％を達成

メンター制度

・先輩職員1名に対し、新入職
員6名～7名を1グループとして
構成研修期間の給与保証

・状況に応じ、メンタルサポート
センターと協力し対応

・臨床心理士によるカウンセリング

・健診センターや人事担当等の代
表者による面談

医療勤務環境改善の取組みと成果の事例

・人事・庶務・厚生・健康保険組合
を集約

職員サポートセンターの設置

メンタルサポートセンター

成果

成果

成果
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③ チーム医療関係
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○「チーム医療」とは「多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を共有し、業務を分担し
つつ互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供すること」。

○「チーム医療」の効果は、①医療・生活の質の向上、②医療従事者の負担軽減、③医療安全の向上。

○ チーム医療を推進するためには、①各医療スタッフの専門性の向上、②各医療スタッフの役割の拡大、③医療
スタッフ間の連携・補完の推進、という方向で様々な取組を進める必要。

１．基本的な考え方

○ チーム医療の推進に資するよう看護師の役割を拡大するためには、①看護師が自律的に判断できる機会の拡大、
②看護師の実施可能な行為の拡大、によって、能力を最大限に発揮できる環境を用意する必要。

【自律的に判断できる機会の拡大】

○ 看護師の能力等に応じた医師の「包括的指示」の活用が不可欠であるため、「包括的指示」の具体的な成立要
件を明確化。

【看護師の実施可能な行為の拡大】

○ 看護師が実施し得るか否か不明確な行為が多いことから、その能力を最大限に発揮し得るよう、実施可能な行
為を拡大する方向で明確化。 ⇒ 看護業務に関する実態調査等を早急に実施

【行為拡大のための新たな枠組み】

○ 一定の医学的教育・実務経験を前提に専門的な臨床実践能力を有する看護師（特定看護師（仮称））が、従来
よりも幅広い医行為を実施できる新たな枠組みを構築する必要。 ⇒ 医療現場や養成現場の関係者等の協力を
得て専門的・実証的に検討

○ 当面は現行法下で試行。試行結果を検証、法制化を視野に具体的措置を検討。

※ 医師の指示を受けずに診療行為を行う「ナースプラクティショナー」（ＮＰ）については、医師の指示を受けて
「診療の補助」行為を行う特定看護師（仮称）とは異なる性格を有しており、その導入の必要性を含め基本的な論点
について慎重な検討が必要。

２．看護師の役割の拡大

チーム医療検討会報告書①「チーム医療の推進について」
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チーム医療推進会議（平成22年５月～）
○チーム医療を推進するための方策について
○チーム医療を推進するための看護師業務の在り方について

チーム医療推進方策検討ＷＧ
（平成22年10月～平成27年12月）

○ 各医療関係職種の業務範囲・役割に係る見直しの検討

○ チーム医療の普及・推進のための方策（チーム医療実証事業）

チーム医療推進のための看護業務検討ＷＧ
（平成22年５月～平成25年10月）

「特定行為に係る看護師の研修制度（案）」に係る以下の内容
について検討。
○ 診療の補助における特定行為の範囲
○ 指定研修の内容
○ 指定研修機関に係る指定基準

○ 「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」（平成22年4月30日医政局長通知発出）
（医師以外の医療スタッフが実施することができる業務を整理）

○ 「チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例集」のとりまとめ（平成23年6月）
○ チーム医療実証事業、チーム医療推進事業、多職種協働によるチーム医療の推進事業の実施（平成23年度～25年度）

など

２．これまでの取組み

チーム医療の推進に関する検討会 （平成21年8月～平成22年3月）
チーム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構成される検討会を開催。
日本の実情に即した医師と看護師等との協働・連携のあり方等について検討。

報告書を受けて･･･

チーム医療の推進に係る厚生労働省における検討状況について

※全15回開催 ※全36回開催

※全11回開催

※平成25年10月までに20回開催
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チーム医療の推進

医療の高度化・複雑化が進む中で、質が高く安全な医療を提供するため、
「チーム医療」を推進し、
各医療従事者が高い専門性を発揮しつつ、業務を分担しながら互いに連携することにより、
患者の状態に応じた適切な医療を提供していきます。

医療従事者の業務の範囲及び業務の実施体制の見直し

特定行為を行う看護師の研修制度の創設

・ 診療の補助のうち一定の行為を「特定行為」として明確化
・ 医師・歯科医師が作成する手順書により特定行為を行う看護師の研修制度を創設

診療放射線技師の業務範囲及び業務実施体制の見直し

・ 放射線の照射等に関連する行為（造影剤の血管内投与等）を業務範囲に追加
・ 病院又は診療所以外の場所で、健康診断として胸部Ｘ線撮影を行う場合には、

医師・歯科医師の立会いを不要とする

臨床検査技師の業務範囲の見直し

・ 検査のための検体採取（鼻腔拭い液による検体採取等）を業務範囲に追加

歯科衛生士の業務実施体制の見直し

・ 歯科衛生士が予防処置を実施する際には、歯科医師の指導の下に行うこととし、
「直接の」指導までは要しないこととする

各
医
療
従
事
者
が
専
門
性
を
発
揮
し
つ
つ
連
携

患
者
の
状
態
に
応
じ
た
適
切
な
医
療
を
提
供
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○2025年に向けて、在宅医療等の推進を図るためには、医師又は歯科医師の判断を待たずに、手順書により、 一定の診療
の補助を行う看護師を計画的に養成し、確保していく必要がある。

制度創設の趣旨

医師又は歯科医師が患
者を特定した上で、看護
師に手順書注１）により特
定行為注２）を実施するよう
指示

『患者の病状の範囲』
の確認を行う

病状の

範囲内

看護師が手順書に定めら
れた『診療の補助の内容』
を実施

看護師が医師又
は歯科医師に
結果を報告

病状の範囲外
医師又は歯科医師に

指示を求める

特定行為に係る研修の対象となる場合

注１）手順書：医師又は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるためにその指示として作成する文書。看護師に診療の補助を行わせる『患者の病状
の範囲』及び『診療の補助の内容』その他の事項が定められている。
注２）特定行為：診療の補助であって、看護師が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技
能が特に必要とされるもの。

○259名
※平成27年度の特定行為研修修了者は共通科目の各科目又は区分別科目の時間数の全部又は一部の履修の免除を受けた者である。

平成27年度特定行為研修修了者数

指定研修機関数（平成28年8月4日現在）

○28機関
※内訳：大学院７、大学・短大４、大学病院４、病院10、団体３

特定行為に係る看護師の研修制度の概要
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特定行為及び特定行為区分（３８行為２１区分）
特定行為区分 特定行為

呼吸器（気道確保に係るもの）
関連

経口用気管チューブ又は経鼻用気管チューブの

位置の調整

呼吸器（人工呼吸療法に係る
もの）関連

侵襲的陽圧換気の設定の変更

非侵襲的陽圧換気の設定の変更

人工呼吸管理がなされている者に対する鎮静薬

の投与量の調整

人工呼吸器からの離脱

呼吸器（長期呼吸療法に係る
もの）関連

気管カニューレの交換

循環器関連

一時的ペースメーカの操作及び管理

一時的ペースメーカリードの抜去

経皮的心肺補助装置の操作及び管理

大動脈内バルーンパンピングからの離脱を行うと

きの補助の頻度の調整

心嚢ドレーン管理関連 心嚢ドレーンの抜去

胸腔ドレーン管理関連

低圧胸腔内持続吸引器の吸引圧の設定及び設

定の変更

胸腔ドレーンの抜去

腹腔ドレーン管理関連
腹腔ドレーンの抜去（腹腔内に留置された穿刺針

の抜針を含む。）

ろう孔管理関連

胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃

ろうボタンの交換

膀胱ろうカテーテルの交換

栄養に係るカテーテル管理
（中心静脈カテーテル管理）
関連

中心静脈カテーテルの抜去

栄養に係るカテーテル管理
（末梢留置型中心静脈注射
用カテーテル管理）関連

末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入

特定行為区分 特定行為

創傷管理関連

褥(じょく)瘡(そう)又は慢性創傷の治療における血

流のない壊死組織の除去

創傷に対する陰圧閉鎖療法

創部ドレーン管理関連 創部ドレーンの抜去

動脈血液ガス分析関連
直接動脈穿刺法による採血

橈骨動脈ラインの確保

透析管理関連
急性血液浄化療法における血液透析器又は血液

透析濾過器の操作及び管理

栄養及び水分管理に係る薬
剤投与関連

持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整

脱水症状に対する輸液による補正

感染に係る薬剤投与関連 感染徴候がある者に対する薬剤の臨時の投与

血糖コントロールに係る薬剤投
与関連

インスリンの投与量の調整

術後疼痛管理関連
硬膜外カテーテルによる鎮痛剤の投与及び投与量

の調整

循環動態に係る薬剤投与関
連

持続点滴中のカテコラミンの投与量の調整

持続点滴中のナトリウム、カリウム又はクロールの投

与量の調整

持続点滴中の降圧剤の投与量の調整

持続点滴中の糖質輸液又は電解質輸液の投与量

の調整

持続点滴中の利尿剤の投与量の調整

精神及び神経症状に係る薬
剤投与関連

抗けいれん剤の臨時の投与

抗精神病薬の臨時の投与

抗不安薬の臨時の投与

皮膚損傷に係る薬剤投与関
連

抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出したときのス

テロイド薬の局所注射及び投与量の調整

（別添）
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介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等について、一定の条件の下にたんの吸引等の医
行為の実施を認めるもの。

趣旨

・口腔内の喀痰吸引
・鼻腔内の喀痰吸引
・気管カニューレ内部の喀痰吸引
・胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
・経鼻経管栄養

実施可能な行為

○介護福祉士
○介護福祉士以外の介護職員等

☆一定の研修を修了した者を都道府県知事が
認定

※認定証の交付件数

実施可能な者

○たんの吸引等の研修を行う機関を都道府県知事に登録

○登録の要件
☆基本研修、実地研修を行うこと
☆医師・看護師その他の者を講師として研修業務に従事

○都道府県が登録研修機関に対し指導監督を実施

※登録研修機関数

登録研修機関

○たんの吸引等の業務を行う事業所を都道府県知事に登録

○登録の要件
☆医師、看護職員等の医療関係者との連携の確保
☆記録の整備その他安全かつ適正に実施するための措置

○登録事業者の指導監督に必要な届出、報告徴収等を規定

登録事業者

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度について

（注）このほか、各都道府県が研修を実施。
２２２カ所

（H25.4）

４４５カ所
（H26.4）

８，３９９人
（H25.4）

３８，２３５人
（H26.4）

介護関係施設・
事業所

障害者・児関係
施設・事業所

その他 計

１０，５６５
(８，３９０)

２，５８３
(１，９７１)

２６８
(２０８)

１３，４１６
(１０，５６９)

※ 平成２６年４月現在。( )内は、平成２５年４月現在の事業者数

＜対象となる施設・事業所等の例＞
・ 介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループ

ホーム、有料老人ホーム、通所介護、短期入所生活介護等）
・ 障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等）
・ 在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）
・ 特別支援学校 60



チーム医療の推進に係る近年の診療報酬改定について

○ チーム医療の推進については、診療報酬改定における「重点課題」等に位置付け、多職種の活用
よるチーム医療について、評価の引上げや加算の創設等、充実を図っている。

○ 特に、平成２８年度診療報酬改定では、地域包括ケアシステムと医療機能の分化・強化、連携を
推進する観点から、多職種の活用によるチーム医療の評価を充実した。

平成２４年度改定

重点課題「④ 病棟薬剤師や歯科等を含むチーム医療の促進」
（主な改定項目）
○一般病棟における精神科リエゾンの評価「精神科リエゾンチーム加算」の新設
○専門性の高い医師・看護師等のチームによる臓器移植後臓器移植後等の医学管理に対する評価
○外来緩和ケアチームの評価「外来緩和ケア管理料」の新設
○「病棟薬剤師業務実施加算」の新設 ／周術期における口腔機能の管理の評価

平成２６年度改定

重点課題（１）医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等 ウ「チーム医療の推進に引き続き取り組むべき」
（主な改定項目）
○在宅の精神科重症患者について、２４時間体制の多職種チームによる医療提供を評価
○医療資源の少ない地域において、チーム医療等に係る診療報酬について、対象範囲の拡大・専従要件の緩和を実施
○病棟薬剤業務実施加算の充実 ／ 「歯科医療機関連携加算」の新設

平成２８年度改定

地域包括ケアシステムの推進と医療機能の分化・強化、連携に関する視点「イ チーム医療の推進、勤務環境の改善、業務効率
化の取組等を通じた医療従事者の負担軽減・人材確保」
（主な改定項目）
○特定集中治療室等における薬剤師配置を評価 「病棟薬剤業務実施加算２」の新設
○歯科医師と連携した場合の栄養サポートチームの評価 「歯科医師連携加算」の新設
○周術期口腔機能管理等における医科歯科連携の推進 「周術期口腔機能管理後手術加算」の引上げ 61



④ 医療等分野でのＡＩ・ＩＣＴ化・技術革新
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集まるデータ集まるデータ 生み出すデータ生み出すデータ
つくるつくる

つなげるつなげる

ひらくひらく

分散したデータ分散したデータ データの統合データの統合

たこつぼ化たこつぼ化 安全かつ開かれた利用安全かつ開かれた利用

３つのパラダイムシフトと３つのインフラ

データの収集段階から、集積・分析・活用（出口）で使える
アウトカム志向のデータをつくる

個人の健康なときから疾病・介護段階までの
基本的な保健医療データをその人中心に統合する

産官学のさまざまなアクターがデータにアクセスして、
医療・介護データをビックデータとして活用する

＜インフラ＞

＜インフラ＞

＜インフラ＞

最新のエビデンスや診療データをAIを用いてビッグデータ解析し、
現場の最適な診療を支援するシステムを構築

医療・介護スタッフに共有され、個人自らも健康管理に役立てる
全ての患者・国民が参加できるオープンな情報基盤を整備

産官学の多様なニーズに応じて、医療・介護データを
目的別に収集・加工（匿名化等）・提供できるプラットフォームを整備

ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト

ICTの利活用が「供給者目線」から
「患者・国民目線」になるように作り変え、

以下を実現

ビッグデータ活用やAIによる分析

地域や全国の健康・医療・介護情報ネットワーク

ビッグデータ活用によるイノベーション

ICTを活用した遠隔診療や見守り

どこでも誰でも、自身の健康・医療・介護情報が
医師などに安全に共有され、かかりつけ医と
連携しながら切れ目ない診療やケアを受けられる

専門の医師がいない地域の患者や、生活の中で
孤立しがちなお年寄りでも、遠隔医療や
見守りなどの生活支援を受けられる

疾患に苦しむ様々な患者に、最新の治療法や
医薬品を届けられる。

診療や治療が難しい疾患でも、個人の症状や
体質に応じた、迅速・正確な検査・診断、治療が
受けられる

○ 厚生労働省では、ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフトを実現するため、
・「保健医療分野におけるＩＣＴ活用推進懇談会」を昨年11月より開催。ICTを活用した次世代型の保健医療システムの姿について、

先月（10月）にとりまとめ
・「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」を本年４月より開催。ICT・ビッグデータの活用による保険者機能の

在り方等について、本年中にとりまとめ予定

平成28年11月10日 未来投資会議
厚生労働大臣配布資料（抜粋）
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ICT・AI等を活用した医療・介護のパラダイムシフト（工程表）

2017年度 2018年度
【診療報酬・介護報酬改定】

2019年度 2020年度
【診療報酬改定】

2025年度2021年度
【介護報酬改定】

● AIやIoT等のICTを活用した診療支援や遠隔医療、見守り、ロボット等の技術革新を、医療・介護の枠組み（診療報酬・介護報酬）
の中に、現場や国民がメリットを実感できる形で、十分なエビデンスの下に組み込み

最新のエビデンスや診療データをＡＩで分析し、
最適な診療が受けられる。

個人の健康～医療・介護段階のデータを
医療・介護スタッフ等に共有し、

適切な診療・サポートが受けられる。
個人自らも健康管理に役立てることができる。

産官学が多様な目的で
医療・介護データを活用できる。

●全国規模への拡大

●段階運用

●開発・実装化

●調査・研究

データヘルス時代の質の高い医
療の実現に向けた有識者検討会

医療介護ICT本格稼働

健康・医療・介護のデータベースの連結健康・医療・介護のデータベースの連結

●審査支払機関を『業務集団』から『頭脳集団』に改革
●基盤となるデータプラットフォームの構築

●審査支払機関も保険者も
●それぞれが質の高い医療を実現

データベースの分析により、
「科学的に裏付けられた介護」が受けられる。

※本格稼働後も技術革新に合わせ機能を拡充

●分類の精緻化
●データベース

の構築

●ケア内容の
データベース

試行運用

AIを用いた診療支援

●設計・開発

医療等ID医療等ID

●全国各地への普及

医療連携ネットワーク医療連携ネットワーク

●ケア内容の分類の作成●調査・研究

介護保険総合データベースの抜本的改革介護保険総合データベースの抜本的改革

●介護報酬改定において自立支援に
向けたインセンティブ付けの検討

●診療報酬改定においてAIを用いた診療
支援に向けたインセンティブ付けの検討

●診療支援技術の確立

●健康･医療･介護の公的データベースの整備･連結

平成28年11月10日 未来投資会議
厚生労働大臣配布資料（抜粋）
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AIに関する研究開発

① 深層学習
② 自然言語処理
③ 音声処理
④ 画像認識 等

① データの高速転送技術
② 計算性能の向上
③ 大容量データの保存蓄積

技術
等

平成28年度予算額
臨床研究等ICT基盤構築研究事業

【3.2億円の一部】

補正予算額
医療のデジタル革命実現プロジェクト

【58.4億円の一部】

平成29年度概算要求
・臨床研究等ICT基盤構築・人工知能

実装研究事業【15.9億円の一部】
・医薬基盤・健康・栄養研究所

運営費交付金【3.5億円】

研究例
・ X線画像診断へのAIの応用
・ AIによる電子カルテ情報の

標準化技術開発

・ 病理診断へのAIの応用
・ AIを活用した診断支援システ

ム開発 等

・ 電子カルテの音声入力技術
開発

・ AIの創薬研究への応用
等

厚生労働省におけるAIに関する取組（ICT・ビッグデータのみに関する施策は除く）

AI基盤技術 AI関連技術 分野別AI応用技術
（保健医療：厚生労働省）

① 画像診断への応用
② 医薬品・医療機器開発

への応用
③ 個別化医療への応用

等
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厚生労働省におけるAI関連施策一覧
（ICT・ビッグデータに関する施策も含む）

番号 施策名
H28年度補正

（千円）
H29年度概算要求

（千円）

１ 臨床研究等ICT基盤構築・人工知能実装研究事業 0 1,589,698 

２ 臨床効果データベース整備事業 0 136,000 

３ クリニカル・イノベーション・ネットワーク構想 0 5,537,374 

４ ゲノム医療実用化プロジェクト 0 4,185,798 

５ 医療情報データベースを活用した医薬品等安全対策の推進 0 722,793 

６ 小児科医薬品の使用環境改善事業 0 150,011 

７ 医療のデジタル革命の実現プロジェクト 5,843,704 0 

８ AIを活用した創薬ターゲットの探索 0 352,289 

９ 医療機器プログラムの薬事規制の在り方に関する研究 0 4,500 

10 自発的な職業能力開発の支援 0 19,147,189 

11 人工知能活用調査事業費 0 20,920 

合計 5,843,704 31,846,572
66



67



【これまでの取組】

・日本外科学会を中心に手術症例に関する登録事業（National Clinical  
Database(NCD)）を2011年から開始（厚労科研で立ち上げ等を支援）。

・毎年100万例を超えるデータを収集し、分析を開始。

・日本再興戦略

医療の質を向上させるため、関係学会等が、
日々の診療行為、治療効果及びアウトカムデー
タ（診療行為の結果）を全国的に各分野ごとに
一元的に蓄積・分析・活用する取組を推進する。
・「日本再興戦略」改訂2014
P.99 ⅳ）医療介護のＩＣＴ化
③医療情報連携ネットワークの普及促進、

地域包括ケアに関わる多様な主体の情報
共有・連携の推進等
・医療等の分野の様々な側面における情

報収集及び情報分析と利活用の高度化
を推進する。

・世界最先端ＩＴ国家創造宣言工程表改定
p.39 ○医療・健康情報等の各種データの活用
【短期（2016～2018年度）】

・日々の診療行為や治療効果等を一元的
に蓄積・分析・活用する関係学会等の取
組を支援する

【課題】

・大規模かつ長期的にデータを収集する体制の構築が難しい

・内科領域を含めた他の分野でも臨床データの収集が必要となる

（目標） 医療の質の向上・治療の標準化・国民の健康寿命の延伸

内科系分野

外科学会

外科系分野

○○学会

（社）ＮＣＤ

治療内容等のデータ

ＤＢ初期投資へ
財政支援

※ 今後必要とされる取組

医療の質を向上させるため、日々の診療行為及びアウトカムデータ（診療行為

の効果）を、一元的に蓄積・分析・活用するための情報基盤を整備する関係学会

等の取り組みを支援。

【平成２５年度補正予算実施団体】・自治医科大学・循環器疾患レジストリ研究拠点・National Clinical Database（日本外科学会等）・日本放射線腫瘍学会

【平成２６年度補正予算実施団体】・日本救急医学会・日本腎臓学会・日本麻酔科学会

【平成２８年度当初予算実施団体】・日本産科婦人科学会・日本小児科学会

未だ、内科系・外科系ともデータベースとして整備すべ

き疾患領域が全面的にカバーできていないことから、引

き続き国主導で長期的、かつ大規模の治療方法や治療

効果に関するデータを収集・分析の支援が必要

○○学会 ○○学会

ＤＢ ＤＢ ＤＢ

臨床効果データベース整備事業 平成28年度予算額136,000千円

社会的な動向
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○ 初診及び急性期の疾患に対しては、原則として直接の対面診療によること。

○ 直接の対面診療を行うことができる場合等には、これによること。

○ 上記にかかわらず、次に掲げる場合において、患者側の要請に基づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直
接の対面診療と適切に組み合わせて行われるときは、遠隔診療によっても差し支えないこと。

① 直接の対面診療を行うことが困難である場合（例えば、離島、へき地の患者の場合など、遠隔診療によらなけ
れば当面必要な診療を行うことが困難な場合）

② 病状が安定している患者（長期に診療してきた慢性期患者など）に対し、患者の病状急変時等の連絡・対応体
制を確保し、患者の療養環境の向上が認められる遠隔診療を実施する場合（例えば、別表の患者の場合）

○ 診療は、医師又は歯科医師と患者が直接対面して行われることが基本。

○ 遠隔診療は、あくまで直接の対面診療の補完であるが、直接の対面診療に代替し得る程度の患者の心身の状況に
関する有用な情報が得られる場合、遠隔診療は直ちに医師法第２０条等に抵触しない。

＜参考＞医師法（昭和２３年法律第２０１号）第２０条
医師は、自ら診察しないで治療をし、若しくは診断書若しくは処方せんを交付し、自ら出産に立ち会わないで出生証明書

若しくは死産証書を交付し、又は自ら検案をしないで検案書を交付してはならない。但し、診療中の患者が受診後２４時
間以内に死亡した場合に交付する死亡診断書については、この限りでない。

情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）現在の取扱いについて情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）現在の取扱いについて

基本的考え方基本的考え方

平成９年局長通知の留意事項（一部）平成９年局長通知の留意事項（一部）

○ ①の「離島、へき地の患者の場合」は例示であること。

○ ②の「別表の患者の場合」は例示であること。

○ 遠隔医療は、直接の対面診療を行った上で行わなければならないものではないこと。

平成27年事務連絡における明確化事項平成27年事務連絡における明確化事項
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平成９年局長通知により遠隔診療の例として示しているもの平成９年局長通知により遠隔診療の例として示しているもの

遠隔診療の対象 内容

在宅酸素療法を行っている
患者

在宅酸素療法を行っている患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、心電図、
血圧、脈拍、呼吸数等の観察を行い、在宅酸素療法に関する継続的助言・指導を行うこと。

在宅難病患者 在宅難病患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、心電図、血圧、脈拍、呼吸
数等の観察を行い、難病の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅糖尿病患者 在宅糖尿病患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血糖値等の観察を行い、
糖尿病の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅喘息患者 在宅喘息患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、呼吸機能等の観察を行い、
喘息の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅高血圧患者 在宅高血圧患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血圧、脈拍等の観察を行
い、高血圧の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅アトピー性皮膚炎患者 在宅アトピー性皮膚炎患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、アトピー性皮
膚炎等の観察を行い、アトピー性皮膚炎の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

褥瘡のある在宅療養患者 在宅療養患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、褥瘡等の観察を行い、褥瘡
の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅脳血管障害療養患者 在宅脳血管障害療養患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、運動機能、血
圧、脈拍等の観察を行い、脳血管障害の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

在宅がん患者 在宅がん患者に対して、テレビ電話等情報通信機器を通して、血圧、脈拍、呼吸数等の観
察を行い、がんの療養上必要な継続的助言・指導を行うこと。

情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）現在の取扱いについて情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）現在の取扱いについて
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遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカー指導管理の評価について、医療機器の取扱いや新た
なエビデンスに応じて評価を見直す。

現行

心臓ペースメーカー指導管理料
イ 遠隔モニタリングによる場合 ５５０点
ロ 着用型自動除細動器による場合 ３６０点
ハ イ又はロ以外の場合 ３６０点

改定後

心臓ペースメーカー指導管理料

（削除）
イ 着用型自動除細動器による場合 ３６０点
ロ イ以外の場合 ３６０点

注５ ロを算定する患者について、前回受診月の翌月
から今回受診月までの期間、遠隔モニタリングを
用いて療養上必要な指導を行った場合は、遠隔
モニタリング加算として、60点に当該期間の月数
（当該指導を行った月に限り、11月を限度とす
る。）を乗じて得た点数を、所定点数に加算する。

（イメージ図）

受診時の診療
に対する評価

遠隔モニタリングによる指導管理に対する評価

来院 １か月後 ２か月後 ３か月後 ４か月後 最大11か月後 12か月後
（再来院）

間の月数に応じて、遠隔モニタリングによ
る指導管理に対する評価を上乗せ

遠隔モニタリングによる心臓ペースメーカー指導管理料について

平成28年度診療報酬改定説明資料
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保険医療機関間で、診療情報提供書を提供する際に、併せて、画像情報や検査結果等を
電子的に提供し活用することについて評価。

診療情報提供書等の診療等に要する文書（これまで記名・押印を要していたもの）を、
電子的に送受できることを明確化し、安全性の確保等に関する要件を明記。

診療情報提供書等の文書の電子的な送受に関する記載の明確化

平成28年度診療報酬改定

（新） 検査・画像情報提供加算

（診療情報提供料の加算として評価）
イ 退院患者の場合 ２００点
ロ その他の患者の場合 ３０点

診療情報提供書と併せて、画像情報・検査結果等を電
子的方法により提供した場合に算定。

画像情報・検査結果等の電子的な送受に関する評価

（新） 電子的診療情報評価料 ３０点

診療情報提供書と併せて、電子的に画像情報や
検査結果等の提供を受け、診療に活用した場合に
算定。

[施設基準]
① 他の保険医療機関等と連携し、患者の医療情報に関する電子的な送受信が可能なネットワークを構築していること。
② 別の保険医療機関と標準的な方法により安全に情報の共有を行う体制が具備されていること。

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した医療連携や医療に関するデータの収集・利活用の推進①
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「保健医療分野におけるICT活用推進懇談会」提言書（抜粋）

１．保健医療分野におけるＩＣＴの活用と本提言の考え方
（３）ＩＣＴを保健医療分野で活用する意義

（保健医療分野でＩＣＴを活用する意義）
○ こうした保健医療分野における大量で複雑な事象について、現場の保健医療専門職、研究機

関、民間企業、行政・保険者、そして患者・国民が、ＩＣＴを活用することで、それぞれの持つ力を
最大限に発揮し、新たな価値を生み出していくことが期待できる。

○ 具体的には、
・ 保健医療の現場では、遠隔診療などにより、専門の医師がいない地域でも良質な保健医療サー

ビスを提供したりすることで、医療の質や生産性の向上、保健医療専門職の負担軽減・働き方の
合理化などが図られる

３．ＩＣＴを活用した「次世代型保健医療システム」への３つのパラダイムシフト
（３）「ひらく」：「たこつぼ化」から「安全かつ開かれた利用」へ

（３）―２「データ利活用プラットフォーム」（仮称）の整備
（産官学と現場が一体となった研究開発を実用化につなげる取組の支援）

○ イノベーションの促進や、保健医療の質の向上を図る観点から、制度を持続可能とするととも
に、費用対効果を検証しつつ、診療報酬等による適切な評価を行っていくことは重要である。

ＡＩやＩｏＴ等のＩＣＴを活用した診療支援や遠隔診療、ロボット等の技術革新、臨床現場が主体と
なった保健医療の質の把握・向上に向けた取組について、しっかりとした効果・安全性のエビデン
スの下で、積極的に位置付けることにより、現場をサポートしつつ、保健医療の質の向上と効率
化の双方を達成していく。
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規制改革会議第48回健康・医療ワーキンググループ 議事録（抜粋）

○森下委員 厚労省さんにお願いしたいのは、今回、実際に遠隔診療を頑張っていただいて、

オーケーになったというので、既に新聞等でも出ていますように、新しいベンチャービジネスが起き
てきている。これは放っておくと、規制の波の中に潰れていったり、あるいはやり過ぎて問題が起き
たりするので、うまく厚労省さんがホワイトゾーン、いわゆるグレーゾーンを無くしていって、ビジネ
スをさせてあげなければいけないと思うのです。そうすることが、結果的に言うと、将来の遠隔診療
が進んでいって、過疎地を含めて、患者さんがみんなハッピーになっていく。そういうことにつなが
るようなビジネスを起こしてほしいという話なので、個別の技術を産業化につなげてほしいと言った
つもりではないということは、是非理解していただきたいと思います。

○大田議長代理 診療報酬について、遠隔診療というのは、この時代においては、患者の利便性
を高める、診療の機会を増やす、非常に重要なツールです。かつてと状況はかなり変わってきたと
思いますので、これを前向きに位置づけるということで、診療報酬上の扱いもお願いできればと思
います。
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⑤ 投資に見合う医療の提供
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中医協における議論を踏まえ、平成28年度診療報酬改定において、医薬品・医療機器の評

価について、費用対効果評価の観点を試行的に導入する。

費用対効果評価の試行的導入について（概要）

①企業によるデータ提出

②第三者による再分析

③総合的評価（アプレイザル）

中医協の了承

保険収載

費用対効果の評価結果に
基づく価格調整を実施

＜費用効果分析の手順＞ ＜評価の一連の流れ（イメージ）＞

効果

費用

b

a

A
比較対照技術

評価対象の
医療技術

B

増分費用効果比
（ICER) B-A  (効果がどのくらい増加するか）

b-a （費用がどのくらい増加するか）
＝

公的な専門体制により
中立的な立場から再分
析を実施

分析結果の妥当性を
科学的な観点から検証
することに加え、分析結
果に基づき倫理的、社
会的影響等に関する観
点から総合的に評価

※医薬品、医療機器について、品
目を選定基準に基づき指定
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① 除外要件
イ 指定難病、血友病及びHIV感染症、 ロ 未承認薬等検討会議を踏まえた開発要請等

② 抽出要件
イ 平成24年度から平成27年度、かつ、類似薬効（機能区分）比較方式のうち、

ⅰ 補正加算の加算率が最高
ⅱ 10%以上の補正加算が認められたものの中で、ピーク時予測売上高が最高

ロ 平成24年度から平成27年度、かつ、原価計算方式のうち、
ⅰ 営業利益率の加算率が最高
ⅱ 10%以上の加算が認められたものの中で、ピーク時予測売上高が最高

※ これによって選定された品目の薬理作用類似薬（同一機能区分に該当する医療機器）も対象

＜既収載品の選定基準＞ （考え方）財政影響、革新性・有用性が大きい品目（医薬品、医療機器）を対象

既収載品にかかる対象品目の選定基準と対象品目

医薬品（７品目） 医療機器（６品目）

類似薬効（機能
区分）比較方式

○ソバルディ
（ギリアド・サイエンシズ）

Ｃ型慢性肝炎 ○カワスミNajuta胸部ステントグラフトシステム
（川澄化学工業）

胸部大動脈瘤

ハーボニー
（ギリアド・サイエンシズ） ○アクティバRC

（日本メドトロニック）
振戦等

ヴィキラックス
（アッヴィ合同会社） バーサイスDBSシステム

（ボストン・サイエンティフィック ジャパン）ダクルインザ
（ブリストル・マイヤーズ） Brio Dual 8ニューロスティミュレータ

（セント・ジュード）スンベプラ
（ブリストル・マイヤーズ）

原価計算方式

●オプジーボ
（小野薬品工業）

悪性黒色腫等 ●ジャック
（ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング）

外傷性軟骨欠
損症

●カドサイラ
（中外製薬）

ＨＥＲ２陽性の
再発乳癌等

●サピエンXT
（エドワーズライフサイエンス）

重度大動脈弁
狭窄症

＜既収載品に係る対象品目＞
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本格的な導入に向けた今後の議論について

本格的な導入に向けて検討すべき事項

将来的な本格的な導入に向けては、体制等の整備に加え、以下のような事項について議論を

引き続き行うこととする。

① 選定基準の見直し

② 倫理的、社会的影響等に関する観点から総合的評価（アプレイザル）を行う際の、本邦にお

ける具体的な要素

③ 迅速な評価に必要な体制や、新規収載時に提出が行われるデータの質や内容等

④ 日本におけるデータ整備に係る取組の推進

⑤ 評価結果に基づき償還の可否の判断を行う場合の具体的な取扱

平成28年度診療報酬改定に係る附帯意見

医薬品・医療機器の評価の在り方に費用対効果の観点を試行的に導入することを踏ま
え、本格的な導入について引き続き検討すること。
あわせて、著しく高額な医療機器を用いる医療技術の評価に際して費用対効果の観点

を導入する場合の考え方について検討すること。

79



国民国民

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するため
の情報システムである。
地域間比較等による現状分析から課題抽出が容易になり、同様の課題を抱える自治体の取組
事例等を参考にすることで、自らに適した施策を検討しやすくなる。
また、都道府県・市町村内の関係者全員が一元化された情報を共有することで、関係者間の課
題意識や互いの検討状況を共有することができ、自治体間・関係部署間の連携をしやすくなる。
住民も含めた地域の関係者間で、地域の課題や解決に向けた取組を共有でき、地域包括ケアシ
ステムの構築に向けた取組を推進しやすくなる。

地域包括ケア「見える化」システム

介護・医療の現状分析・課題抽出支援

課題解決のための取組事例の共有・施策検討支援

介護サービス見込み量等の将来推計支援（7期以降）

介護・医療関連計画の実行管理支援

都道府県都道府県
介護保険事業支援計画担当 医療施策担当

介護予防・生活支援施策担当住宅施策担当

市町村市町村
介護保険事業計画担当 在宅医療介護連携施策担当

介護予防・生活支援施策担当住宅施策担当

保健所 地域包括支援センター

自治体・国民
共通機能

自治体向け
機能

連携促進

地域包括ケア「見える化」システムの目的
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データ項目 大分類

1 要介護認定情報

2 介護保険給付費請求書情報

3 日常生活圏域ニーズ調査情報

4 地域別推計人口

5 公的統計 小地域メッシュ情報

6 調査研究結果データ

7 医療保険給付費請求書情報

8 施策情報

・・・

介護保険総合
データベース

（老健局）

事業所

地域包括ケア「見える化」システムInput（情報入力元）

現状分析結果国保連

市町村

介護レセプト

認定情報

人口推計／
将来推計人口

国勢調査等
公的統計情報

Output（情報利活用）

都道府県・市町村

施策

計画

地域包括支援
センター 等

日常生活圏域ニーズ調査
分析結果 等

介護保険事業
実施状況 等

厚生労働省
老健局

・
・
・

情報共有

事業所

国民

NDB

調査研究等

システム機能

現状分析

現状分析・課題抽出に有効な指標群を随時自
動的に算出・提供

指標群の解釈・課題抽出のポイント等の助言

日常よく活用する指標群等の保存

地域資源の位置情報・基本情報の提供

GIS・グラフ等によって直感的に分析

施策検討 好事例等を検索・閲覧

将来推計

サービス見込み量、保険料等の将来推計

将来推計の考え方、適切に推計するための留
意点等の助言

実行管理
計画値と実績値の乖離状況の管理、地域間
比較等の分析

各種統計情報など

地域包括ケア「見える化」システムにおけるデータ利活用のイメージ

81



⑥ 医療資源の適正な配分
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医師の配置調整に関する提言等①

平成27年11月18日 全国自治体病院協議会等「要望書」

医師の地域偏在、診療科を解消するために、需給調整に必要な開業規制と診療科ご
との医師数規制について導入を検討し、専門医師数の制限や一定期間医師不足地域
への勤務の義務付けなどを講じ、医療提供体制の均てん化施策を早急に実行するこ
と。
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平成27年12月2日 日本医師会・全国医学部長病院長会議
「医師の地域・診療科偏在解消の緊急提言」

一定期間、医師不足地域で勤務した経験があることを病院・診療所の管理者の要件とする。
医師不足地域や勤務期間および卒後年数上限（たとえば卒業後何年までに一定期間）は、「地

域医療支援センター」と都道府県行政、地域医師会、大学で協議し調整して指定する。医師不足
地域は、へき地等に限定せず、地域・診療科偏在の実態を踏まえて、その時々で判断する。

またこれを実現するためにも、「医師キャリア支援センター」が医師のキャリア形成支援を一体と
して行っていく。これまでのようにへき地等での医師確保対策として独立して行うものではない。

平成28年７月 全国知事会
「平成29年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（社会保障関係）」

地域及び診療科における医師偏在や全国的に深刻な状況に陥っている医師不足の抜本的改善
を図るため、地域及び診療科における必要な医師数を明確にした上で、医師養成の在り方等につ
いて早急に見直し、医師不足地域における一定期間の診療を義務付けるなど、医師確保対策を
強力に推進すること。

医師の配置調整に関する提言等②
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医師の配置調整に関する提言等③

平成28年10月 NPO「全世代」私案「医師の地理的偏在の解消に向けて」

○ 保険医登録の条件、あるいは、「保険医療機関」の責任者になるための条件として、専門研修を終えた後
の一定の時期に、深刻な「医師不足地域」において一定期間勤務することを求めることとする。

○ 「医師不足地域」については、（中略）、都道府県地域医療構想圏（二次医療圏）ごとの医師数、医療ニー
ズなどをもとに全医療圏をＡ、Ｂ、Ｃ（Ｃが最も深刻）の３種に区分する。都道府県は、これに加え、島嶼や過
疎地域に限定した特殊地域Ｓを設ける。（後略）

○ その上で、保険医登録を全国共通に一本化し、保険医登録証を一種登録証と二種登録証に区分する。

○ 一種登録証については医師免許取得時に全員に授与する。

○ 二種登録証については、臨床研修終了後の勤務実績によって授与する。勤務実績として、次のような設
定を考える。
地域医療構想圏Ａ 新規の保険医登録の実績にならない
地域医療構想圏Ｂ ２年の勤務実績により二種登録証を授与
地域医療構想圏Ｃ １年の勤務実績により二種登録証を授与
特殊地域（島嶼等）Ｓ ６か月の勤務実績により二種登録証を授与

○ 一種登録証、二種登録証についての効力・定義については、以下の２つの選択肢があり得る。（後略）
① 選択肢Ａ：一種登録証のままでも、通常の保険診療を継続的に行うことができる。ただし二種登録証を

保持しない者は、「保険医療機関」の責任者にはなれない。
② 選択肢Ｂ：二種登録証を保持しない者が、「保険医療機関」の責任者にはなれない点では、選択肢Ａと

同じである。違いは、一種登録証のままで保険診療をできる期間を例えば10年と規定する。従って、
一種登録証の更新が必要となってくる。 85



当該申請に係る二次医療圏の既存病床数の数が既に基準病床数に達している、又は当該申請による
病床数の増加によって超えることが認められる

【公的医療機関等】※

病院の開設又は診療所の病床設置（増床含む）の許可申請

医療審議会の意見を聴いて、許可を与えな
いことができる

【その他の医療機関】

医療審議会の意見を聴いて、申請の中止又は
申請病床数の削減を勧告することができる

【
医
療
法
】

【
健
康
保
険
法
】

勧告に従わなかったときは、勧告を受けた病
床数の全部又は一部を除いて、保険医療機
関の指定を行うことができる

保険医療機関の指定の申請

※ 公的医療機関等： 医療法第３１条に定める公的医療機関（都道府県、市町村
その他厚生労働大臣の定める者（地方独立行政法人、日本赤十字社、社会福祉
法人恩賜財団済生会、厚生農業協同組合連合会等）の開設する医療機関）及び
医療法第７条の２第１項２号から８号に掲げる者（共済組合、健康保険組合、地域
医療機能推進機構等）が開設する医療機関

基準病床数制度における病院開設等の制限

○ 病院・有床診療所については、基準病床数制度を通じた一定の偏在解消策が存在。

○ 病院・有床診療所の１床当たり従事医師数は、病床規模別に一定割合で増加しており、病床
数が間接的に医師数に影響を与えていると考えられる。

0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
0.25
0.30
0.35
0.40
0.45
0.50

病床規模別・病床当たり医師数（常勤換算）

平成26年病院報告・医療施設調査

基
準
病
床
数
制
度
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病床数の算定に関する例外措置

① 救急医療のための病床や治験のための病床など、更なる整備が必要となる一定の病床については、

病床過剰地域であっても整備することができる特例を設定

② 一般住民に対する医療を行わない等の一定の病床は既存病床数に算定しない（病床数の補正）

○ 基準病床数を、全国統一の算定式により算定
※一般病床・療養病床は、二次医療圏ごとの性別・年齢階級別人口、病床利用率等から計算

精神病床は、都道府県の年齢階級別人口、１年以上継続して入院している割合、病床利用率等から計算

結核病床は、都道府県において結核の予防等を図るため必要な数を知事が定めている

感染症病床は、都道府県の特定感染症指定医療機関等の感染症病床の合計数を基準に知事が定めている

○ 既存病床数が基準病床数を超える地域（病床過剰地域）では、公的医療機関等の
開設・増床を許可しないことができる

仕組み

病床の整備について、病床過剰地域（※）から非過剰地域へ誘導することを通じて、
病床の地域的偏在を是正し、全国的に一定水準以上の医療を確保

※既存病床数が基準病床数（地域で必要とされる病床数）を超える地域

目的

基準病床数制度について

87



無床診療所に関する現状

人口10万対無床診療所数

103.8 

81.5 
69.9 

63.3 

特別区 政令市 中核市 その他

（上位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

区中央部 東京 248.8 

大阪市 大阪 123.1 

区西南部 東京 119.1 

益田 島根 114.3 

区西部 東京 113.5 

（下位５二次医療圏）
二次医療圏 都道府県 無床診療所数

鹿行 茨城 37.1 

熊毛 鹿児島 36.2 

相双 福島 35.2 

遠紋 北海道 32.9 

根室 北海道 26.5

診療所の純増数の推移（開設－廃止）

※全国平均：71.8
600

400

200

0

指定都市・特別区

全体

その他

中核市

○ 無床診療所の従事医師数は、病院・診療所の約１／３。

○ 無床診療所は都市部に開設が偏る傾向があるが、病院・有床診療所と異なり、偏在解消策は
ない。

二次医療圏別の人口10万対無床診療所数

平成20年 平成23年 平成26年

出典：平成20・23・26年医療施設調査

医療施設別の施設数・医師数 （常勤換算）

施設数 医師数

病院 ８，４９３
（ ８％）

２０４，７００
（６１％）

有床診療所 ８，３５５
（ ８％）

１５，６０５
（ ５％）

無床診療所 ９２，１０６
（８４％）

１１５，０７４
（３４％）

88



順位 診療所従事医師数 （人） 順位 医療費地域差指数（入院外＋調剤）

1 和 歌 山 108.5 1 広 島 1.1437

2 東 京 107.6 2 香 川 1.0873

3 徳 島 103.7 3 大 阪 1.0850

4 長 崎 101.1 4 佐 賀 1.0707

5 広 島 96.4 5 福 岡 1.0587

6 京 都 95.7 6 兵 庫 1.0549

7 福 岡 94.0 7 長 崎 1.0386

8 鳥 取 93.7 8 東 京 1.0352

9 香 川 91.8 9 愛 知 1.0311

10 島 根 90.7 10 北 海 道 1.0301

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

38 滋 賀 68.1 38 福 井 0.9481

39 秋 田 66.3 39 山 形 0.9473

40 青 森 65.8 40 鳥 取 0.9347

41 新 潟 64.9 41 岩 手 0.9319

42 岩 手 64.6 42 千 葉 0.9212

43 沖 縄 64.4 43 沖 縄 0.9208

44 北 海 道 62.7 44 長 野 0.9200

45 千 葉 60.7 45 群 馬 0.9196

46 埼 玉 59.4 46 富 山 0.9148

47 茨 城 57.7 47 新 潟 0.9033

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟
富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛高知

福岡

佐賀

長崎

熊本 大分

宮崎

鹿児島

沖縄

0.850

0.900

0.950

1.000

1.050

1.100

1.150

50 60 70 80 90 100 110 120

医
療
費
地
域
差
指
数
（
入
院
外
＋
調
剤
）

診療所従事医師数

相関係数：0.60
広島、鳥取、群馬、北海道、
大阪、香川を除く相関係数：0.72

（人）

○人口10万人当たり診療所従事医師数と医療費地域差指数（入院外＋調剤）の間には相関

関係がある。

医療費と医療資源の相関について
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⑦ 地域における雇用の維持・拡大
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平成26年度以降、地域医療介護総合確保基金を活用して実施

○ 都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的に支援すべき医療機関を判断。
医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学などの関係者と地域医療対策協議会などに
おいて調整の上、地域の医師不足病院の医師確保を支援。

○ 医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持って着任可能な環境作りを指導・支援。また、公的
補助金決定にも参画。

大学

協力地域医療体験
事業への参加

地域医療機関

地域医療機関

地域医療機関と県内中核病院と
の間を循環しながらキャリア形成

地域医療支援センター

最新の医療技術習得の
ための研修参加

地域医療機関

地域医療機関

地域医療支援センターの役割

都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取組むコントロールタワーの確立。

地域枠医師や地域医療支援センター自らが確保した医師などを活用しながら、キャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援。

専任の実働部隊として、喫緊の課題である医師の地域偏在解消に取組む。
・人員体制 ： 専任医師２名、専従事務職員３名 ・ 設置場所 ：都道府県庁、○○大学病院、都道府県立病院 等

地域医療支援センターの目的と体制

Ａ県

Ｂ県

医師の地域偏在（都市部への医師の集中）の背景

高度・専門医療への志向、都市部の病院に戻れなくなるのではないかという将来への不安 等

地域医療を志向する医師に
係る県域を越えた情報交換
と配置の調整

地域医療支援センター運営事業

313 372 437 476 500 564 592

0

200

400

600

H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年

地域枠の医学部入学定員（※）の推移

(※) 平成22年度以降、「経済財政改革の基本方針
2009」（平成21年閣議決定）及び「新成長戦略」（平成22
年閣議決定）に基づき、暫定的な定員増として認められ
た地域枠であり、このほか、既存の定員等を活用し都道
府県と大学が独自に設定した地域枠もある。

平成２８年４月現在、すべての都道府県に地域医療支援センターが設置されている。
平成２３年度以降、都道府県合計４，５３０名の医師を各都道府県内の医療機関へあっせん・派遣をするなどの実績を上げている。（平成２８年７月時点） 94



地域医療確保強化事業（新規） 【平成29年度要求額 3,036,248千円】

地域の医療機関等をローテイト
しながら地域医療の実践能力を取得

医師不足地域等
の医療機関勤務

医師免許取得後、

一定期間、地域医療
支援センターが作成し
たキャリア形成プログ
ラムに基づき地域医
療に従事

キャリア形成プログラム

・魅力あるキャリア形成
プログラムの作成
・地域枠医学生の配
置調整等

地域医療支援ｾﾝﾀｰ

地域枠医学生
（地元出身者）

・中核病院に勤務し
多数の症例を経験

・専門医研修の実施

大学医学部、
中核病院、又は
後期研修施設

卒業・医師免許取得

キャリア形成プログラムに基づ
き地域医療に従事

● 地域枠修学資金貸与事業

【事業概要】

・都道府県の医師確保対策を強力に推進するため、地域医療支援センターのキャリア形成プログラ
ムと連携した地域枠医学生に対する修学資金の貸与事業の経費を支援する。

※ 将来的には、医療計画に記載される
医師不足地域、診療科に限定する。 95



徳島県の
事例
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第二次救急医療機関に勤務する救急医の処遇改善を図るため、休日・夜間において救急勤務医手当（宿日直手当や超過勤
務手当とは別）を支給する。

（対象経費） 勤務医に対する手当（救急勤務医手当）
（ 補 助 先） 都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者）
（ 補 助 率） 1/3（負担割合：国1/3、都道府県2/3以内、市町村2/3以内、事業主2/3以内）
（創設年度） 平成21年度
（実施都道府県数） ５都道府県

救 急 勤 務 医 支 援 事 業 （補助金の事業としては25年度まで、26年度以降は地域医療介護総合確保基金を活用）

産 科 医 等 確 保 支 援 事 業 （補助金の事業としては25年度まで、26年度以降は地域医療介護総合確保基金を活用）

産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等を支給する分娩取扱機関に対して財政支援を行う。

（対象経費） 産科医等に対する手当（分娩取扱手当）
（ 補 助 先） 都道府県（間接補助先：市町村、厚生労働大臣が認める者※)

※高額な分娩費用を得ている分娩取扱機関を除く。
（ 補 助 率） 1/3（負担割合：国1/3、都道府県2/3以内、市町村2/3以内、事業主2/3以内）
（創設年度） 平成21年度
（実施都道府県数） 46都道府県

新 生 児 医 療 担 当 医 確 保 支 援 事 業 （補助金の事業としては25年度まで、26年度以降は地域医療介護総合確保基金を活用）

過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇を改善するため、出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当する医師へ手当を
支給する医療機関に対し財政支援を行う。

（対象経費） 出生後NICU に入る新生児を担当する医師に対する手当
（ 補 助 先） 都道府県（間接補助先：市町村、その他厚生労働大臣が認める者)
（ 補 助 率） 1/3（負担割合：国1/3、都道府県2/3以内、市町村2/3以内、事業主2/3以内）
（創設年度） 平成22年度
（実施都道府県数） 31都道府県 97



小児医療・周産期医療に係る近年の診療報酬改定について

○ 小児医療・周産期医療については、診療報酬改定における「重点課題」等に位置付け、評価の引
上げや各種の小児加算の創設、対象範囲の拡大など充実を図ってきている。

○ 特に、平成２８年度診療報酬改定では、小児のかかりつけ医療を評価するとともに、重症な小児
への医療を充実する観点から、診療報酬の充実を図った。

平成２４年度改定

重点課題「救急・周産期医療の推進」
（主な改定項目）
○小児特定集中治療室管理料の新設 ／ 特定集中治療室管理料小児加算の評価の引上げ
○救急医療管理加算の小児加算の新設 ／ ハイリスク妊産婦共同管理料・ハイリスク妊娠管理加算の評価の引上げ
○がん性疼痛緩和指導料・緩和ケア診療加算の小児加算新設

平成２６年度改定

充実が求められる分野を適切に評価していく視点「救急医療、小児医療、周産期医療の推進について」
（主な改定項目）
○新生児の退院調整に係る評価を充実 「新生児特定集中治療室退院調整加算３」等の新設
○小児科外来診療料の包括範囲の見直し

平成２８年度改定

重点的な対応が求められる医療分野を充実する視点「小児医療、周産期医療の充実、高齢者の増加を踏まえた救急医療の充実」
（主な改定項目）
○小児外来医療において継続的かつ全人的な医療を評価 「小児かかりつけ診療料」の新設
○機能強化型在宅支援診療所や機能強化型訪問看護ステーションの要件に、重症な小児への在宅医療の提供を追加
○小児がん拠点病院加算の新設
○重症な新生児等を受け入れ、体制が充実している医療機関を評価 「小児入院医療管理料重症児受入体制加算」の新設
○生体検査、処置及び放射線治療等の小児加算の評価の充実 98



⑧ 医療の国際展開

99



医療の国際展開

基本的
考え方

健康寿命・高い医療水準
に関する知見・経験の共有

我が国医療への
信頼醸成

我が国の
医薬品・医療機器

の浸透

途上国の医療水準
向上に向けた人材育成

医療水準
向上のため
の課題

感染症・母子保健 保健システム確立 医療水準の向上生活習慣病対策

カバー率拡大 医療費の抑制制度導入

医療提供体制

病院整備プライマリケア 保健所整備 →→

→ →

政策ツール ＯＤＡ等の活用 官民連携 トップセールス

国・ 地 域

アフリカ

中央アジア トルクメニスタン インド ブラジル ロシア中進国 メキシコ

イラン バーレーン カタール中東 トルコ

医療保険制度

予防・早期診断 高度医療技術→

薬事規制

品質管理・審査の迅速化

ASEAN
カンボジア ベトナム タイ

マレーシア シンガポールミャンマーラオス
フィリピン

インドネシア
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医療・保健分野における協力覚書
・2013年8月から署名開始
・2016年11月時点で14カ国と合意

○我が国医療の国際展開に向け、厚生労働省と新興国等の保健省との協力関係を構築。協力テーマとしては、
①日本の経験や知見をいかした相手国の医療・保健分野の政策形成支援（公的医療保険制度等）
②医療技術、医薬品や医療機器に関連する人材育成

を柱として、各国のニーズに合わせた協力覚書を締結（2016年11月時点で14カ国）。

○協力の具体化に向け、国立国際医療研究センター（ＮＣＧＭ）において、
①我が国医療政策や社会保障制度等に見識を有する者や医療従事者等の諸外国への派遣、
②諸外国からの研修生を我が国の医療機関等への受け入れ、

を実施する新規事業を平成27年度より開始。

厚生労働省

病院
産業界

大学

専門家派遣
（指導・教授）

①専門家派遣
②研修生受入
※ともに渡航費等負担 研修受入

要望実現・国際貢献

研修や派遣
の要望

委託

調整

各種調整
費用負担

ＮＣＧＭ

✓主な研修内容
・公的医療保険制度
・病院管理ノウハウ
・医療機器操作技術
・医療情報システム

等

医療技術等国際展開推進事業

（平成28年度予算額432,157千円）

アジア

中南米

中東

ミャンマー、カンボジア、ラオス、
ベトナム、フィリピン、インド、タイ

バーレーン、トルクメニスタン、トルコ、
カタール、イラン

ブラジル、メキシコ

厚生労働省における医療の国際展開に関する取り組み

日ASEAN健康イニシアチブ

○2014年11月日ASEAN首脳会談にて安倍総理より表明。

○我が国の経験・知見を動員し、「健康的な生活習慣の促

進」「早期発見・予防医療の推進」「多くの人が医療サービ

スを受けられる環境整備」を柱にASEANを支援。

○保健・医療分野において5年間で8000人の人材育成。

公募により
選定
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厚生労働省の医療国際展開に関する直近の主な取組状況（ASEAN等）

●トルクメニスタン：
・2015年度厚労省予算事業を活用し、国立国際医療研究センターとＭＥＪが連携して、トルクメ二スタン政府が進める健康診断
センターに関する人材育成を、日本で実施する予定。

●ＡＳＥＡＮ ：
・2014年11月日ASEAN首脳会談にて安倍総理から「日ASEAN健康イニシアチブ」を表明。「健康的な生活習慣の促進」・「早
期発見・予防医療の推進」・「多くの人が医療サービスを受けられる環境整備」を柱にASEANを支援するとともに、今後5年
間で8000人の人材育成に取り組むことを表明。

・2015年8月、日ASEAN健康イニシアチブフォーラムをインドネシアで開催。2015年9月、ASEAN保健SOM（高級事務レベル会
合）において日ASEAN間での意見交換を実施。

●ミャンマー：
・ミャンマー政府が2030年にＵＨＣ実現を目指していることを踏まえ、2014年7月に日本の公的医療保険制度に関する専門家
を派遣するとともに、2015年3月にミャンマー保健省及び州政府保健担当の高官を日本に招聘し、詳細な制度説明や日本
の医療機関、地方自治体の視察を実施。

●ベトナム：
・医療費の適正化を進めたいベトナム保健省の要請を踏まえ、2015年4月、診療報酬点数表やＤＰＣに関するワークショップを
ベトナムにて開催（保健副大臣や関係機関から100名程度参加）。2015年9月、保健省副局長等が来日し、中医協の運営等
に係る研修を実施。

●フィリピン：
・2015年6月、アキノ大統領の来日時に協力覚書に署名。アキノ大統領よりＵＨＣ実現に寄与する取組であるとの感謝が示
された。覚書に基づいた協力アクションプランの策定を保健省と調整中。

●インド：
・2014年9月、モディ首相の来日時に協力覚書に署名。
・2015年6月、厚生労働省とインド保健家族福祉省との間で、第１回合同作業部会をインドで開催し、日印間の協力事業（新興
国向け医療機器の研究開発や血液透析に関する人材育成協力等）や新規協力案件の組成について協議。

ＡＳＥＡＮ

その他アジア
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厚生労働省の医療国際展開に関する直近の主な取組状況（中東・中南米等）

●イラン：
・2015年2月、訪日したハーシェミ厚生大臣と塩崎厚生労働大臣との間で協力覚書に署名。合わせて、ＪＥＴＲＯによる日イラン
医療セミナーや、日本の医療機器メーカーや医療機関との面談を実施。

・2015年5月、イランにおける医療機器国際見本市「イランヘルス」に参加。ＪＥＴＲＯ医療機器ミッションとともに医療機器セミ
ナーを開催。

●ブラジル：
・2014年8月、安倍総理のブラジル訪問時に覚書に署名。合わせて、「第１回日ブラジル医療分野規制セミナー（ANVISA・
PMDA・ＪＥＴＲＯ等主催）」において、安倍総理から協力表明。

・2014年9月、ＡＮＶＩＳＡ長官を招聘し、日本の医療関係者との面談を実施。
・2014年1１月～2015年１月、ブラジル政府による薬事規制に関する法制度を改正（ＧＭＰ認証の更新期間の延長、薬事登録の
更新期間の延長及び他国のＧＭＰ監査結果の活用）。

・2015年4月、ブラジルが医療機器の価格設定にメカニズム策定を検討していることを踏まえ、ＡＮＶＩＳＡ関係者が訪日して、日
本の詳細制度を共有。

・2015年9月、ＡＮＶＩＳＡ長官の訪日の際に「第2回規制セミナー」を開催。

・2014年10月、「第３回貿易投資環境改善にかかる制度的問題に関する日露作業部会」において、ロシアで活動する日本の
医療関連企業が直面する制度的課題について、日露双方の官民で議論。

●カタール：

・2014年9月、マンモグラフィの大規模政府調達にて、日本企業と欧米勢が競合する中、首脳会談におけるトップセールス等を
経て、2014年12月、案件を受注。

・2015年2月、タミーム首長の来日時に協力覚書に署名。

●メキシコ：
・2014年7月、安倍総理のメキシコ訪問時に覚書に署名。

●トルコ ：
・2015年3月、病院整備や日トルコ間のビジネス交流等、今後の協力の方向性について、保健省と意見交換。

ロシア

中東

中南米
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●協力事業を実施
・ＯＤＡや官民連携を含め、多様な政策資源を活用

●8000人の人材育成

・専門家派遣、研修受入等を通じた、官民連携による総合的な支援

日本の知見の共有、各国における取組状況の紹介

○我が国の経験・知見を動員して、「健康寿命先進地域実現」に向けたＡＳＥＡＮの努力を支援。

○保健・医療分野において５年間で8000人の人材育成。

○『日・ASEAN健康フォーラム』を開催し、日・ＡＳＥＡＮの対話を推進。

日・ＡＳＥＡＮ健康イニシアチブ

多くの人が医療サービスを受けられる環境整備
・公的医療保険制度の構築支援（医療格差の解消）
・病院や保健所の設立・管理の支援
・医師、看護師等の育成支援

協力項目メニュー

日・ＡＳＥＡＮ健康フォーラム今後５年間の支援策

相手国のニーズを踏まえ、個別に協議した上で、具体的協力策を探る

・医薬品・医療機器の規制制度の構築支援
・ＩＣＴを活用した遠隔医療システムの導入支援

・感染症対策や母子保健等、その他医療レベルの
向上のための支援

健康的な生活習慣の促進
・栄養管理、健康管理に関する共同研究
・健康的な食習慣・生活習慣作りの支援
・栄養管理制度構築、食品流通網整備の支援

早期発見・予防医療の推進
・生活習慣病対策に関する経験・知見の共有
・早期発見・診断のための医師・医療従事者の育成
・Ｘ線画像検査等の検診施設の設立支援
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日・ASEAN健康イニシアチブフォーラム

●２０１４年１１月、日・ASEAN首脳会議において、安倍総理より健康増進、病気の予防、医療水準の
向上に向け「日・ASEAN健康イニシアチブ」を推進していく旨を表明。

●日本の健康政策や、ASEAN諸国で進められている我が国の協力プロジェクト等を共有する
「日・ASEAN健康イニシアチブフォーラム（生活習慣病）」をインドネシア・ジャカルタにて開催した。
（JAIF基金を活用）

＜参加者＞
ASEAN諸国：保健省、インドネシア：保健省、自治体、製薬企業、大学病院等

日 本 側：厚生労働省、国立国際医療研究センター、岡山大学名誉教授、在インドネシア大使館、ＪＩＣＡ、
医療機器企業など

フォーラム概要（2015年8月25日）
● 日本の生活習慣病に関する我が国の施策を共有するとともに、ASEAN

諸国との協力プロジェクト例を紹介。
日本の健康施策（健康診断、がん検診、がん登録）：厚生労働省
ITを用いた健康診断プロジェクト＠ベトナム：国立国際医療研究センター
乳がん検診プロジェクト＠ミャンマー：岡山大学名誉教授
先進的内視鏡トレーニングセンター＠インドネシア：インドネシア大学・
オリンパス社

● 本イニシアチブを通したさらなる協力の拡大や、日本の健康施策の実施
方法などについて参加者より関心が示され、今後、具体的な関心事項に
ついては、各国と個別に政策対話し、協力を進めていく方針などが議論
された。

インドネシア保健大臣

日ASEAN健康イニシアチブフォーラム 105


